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したバンドン会議、1961 年のユーゴスラビア、ベオグラードで開催された第 1 回非同
盟諸国会議、1963 年のアフリカ諸国国家元首が集まり非同盟主義を掲げたアフリカ統
一機構（OUA : Organization of Union Africa）、そして 1960 年には石油輸出国機構
（OPEC : Organization of Petroleum Exporting Countries）の結集と 1974 年の国連







世界経済が停滞した 1970 年代後半から 1980 年代初めにかけて、先進国を差し置い
て高い経済成長率を維持し続けた東アジア諸国の経済成長という側面における成功は、
開発政策に関する新たな視座を与えた。輸出主導型工業化に代表される韓国、香港、
台湾、シンガポールからなるアジアの新興工業経済地域（ NIEs : Newly 
Industrializing Economies）における開発政策に対する評価は、東南アジア諸国連合





NIEs や ASEAN の成功像は 1997 年のアジア通貨危機によって見直しを迫られた。国









































統的価値観から大きな変化は 1990 年代に入るまでみられず、人口成長率は 1970 年代
















                                                   























の転落過程に関して参考にすべき研究は多くみられる。例えば、松井 [1953] や金子 
[1980] はインドからイギリスへの富の流出、または移転に関して詳細な分析を行って






















業部門に吸収される。須田 [2010]、藤田 [2005]、向井 [2003]、Ahmad [2005]、Alam 
[1983]、Hossain et al. [2000]、Makita [2005]、Vylder [1982] は農村経済の実態に迫
るうえで必要不可欠となるバングラデシュ農村での研究成果を提示してくれている。 
 バングラデシュは再び世界商品の一大生産拠点としてその名を知られるようになっ
た。山形 [2013]、Fukunishi et al. [2013]、Gereffi and Memedovic [2003]、Habib 























































1980 年代初めに衣類製品の輸出と海外送金流入が増加し始め、これにより GDP に対
する国内貯蓄と国内投資、及び外貨準備の比率が増加していったことにより、政府開








連盟（AL：Awami League）、ジアが率いるバングラデシュ民族主義党（BNP : 


























































































































                                                   
2 カリカットはインド南西部に位置するケーララ州の港町である。 
3 インド南西部ケーララ州、カリカットよりも南に位置する。 
4 小谷 [2004]、255 頁。 
5 マラッカはマレー半島南西部に位置する港町。ホルムズはイランの南部に位置する港町で、アラ
ビア湾に面する。 
6 同上書、258 頁。 
7 堀口 [2009]、78 頁。その他のヨーロッパ諸国、デンマーク東インド会社は 1616 年、フランス























がら 1750 年の第二次戦争（1750～1754 年）からヨーロッパでの七年戦争と連動した
1758 年の第三次戦争（1758～1763 年）を通してイギリスは同地を支配下に置いた。










（堀口 [2009]、64 頁、及び岡本 [2006]、40～41 頁）。 
9 イギリスはこの要塞を当時の国王オレンジ公ウィリアムの名をとって「フォート・ウィリアム」
と名付けた（堀口 [2009]、79 頁）。建造年は 1700 年である（小谷 [2004]、259 頁）。 





























戦争は 1772 年から 1818 年まで続き、三次戦争でイギリス東インド会社は西部デカン
地方の広大な領土を手中に収めた。この領土はボンベイ管区内に編成された。そして
                                                   
11 小谷・辛島 [2004]、278 頁。 
12 堀口 [2009]、81～87 頁。 
13 同上書、97 頁。 
14 同上。 



































                                                   
17 同上書、288～289 頁。 
18 松井 [1953]、5～9 頁。 

































                                                   
20 松井 [1953]、12～23 頁。 






















                                                   
22 谷口 [1996]、1041 頁を参照。 















企業家として活躍するというのがイギリスの思惑であった（谷口 [1993b]、75 頁、中里 [2004]、
266～267 頁、及び水島 [2007]、300 頁）。 
24 中里 [2009]、286～287 頁、及び 372～373 頁。 
25 同上書、372 頁、及びサルカール [1993]、44 頁。 






























                                                   
27 ポメランツ・トピック [2013]、359 頁より引用。 
28 同上書、360 頁より引用。 
29 同上書、360～361 頁より引用。（）内は筆者挿入。 
30 同上書、361 頁より引用。 
31 同上より引用。 











表１－１ イギリス綿布の地域別輸出量とその比率推移（1820～1880 年） 
（単位：千ヤード） 























































































































（出所）金子 [1980]、129 頁、表 10 を抜粋、一部編集。アメリカは U.S.A を除いた地域。 
 
表１－２ インドにおける綿製品の消費構成（1831～1881 年） （単位：千ポンド） 
 1831～35 平均 1856～60 平均 1880～81 平均 
イギリスから輸入された綿製品 14,350（3.9） 160,420（35.3） 350,000（58.4） 
インドで生産された綿製品 360,650（96.1） 294,580（64.7） 250,000（41.6） 
総消費量 375,000（100） 455,000（100） 600,000（100） 
（出所）金子 [1980]、151 頁、表 16 を抜粋、一部編集。 
 
                                                   






の実態を表現した（吉岡 [1975]、85～86 頁より引用）。 























表１－３ インドからの輸出品の構成（1814～1857 年）   （単位：％） 
 1814 1828 1834 1839 1850 1857 
綿布 14.3 11.0 7.0 5.0 4.0 2.9 
綿花 8.0 15.0 21.0 20.0 12.7 15.6 
生糸 13.3 10.0 8.0 7.0 4.0 2.9 
藍 20.0 27.0 15.0 26.0 10.0 6.1 
砂糖 3.0 4.0 2.0 7.0 10.1 4.3 
アヘン 不明 17.0 25.0 10.0 34.1 32.7 
その他 ― 16.0 22.0 25.0 25.1 35.5 
  （出所）中里 [2009]、324 頁より抜粋。 
 
 
                                                   
35 中里 [2009]、438～439 頁。 
36 谷口 [1993a]、86～87 頁。 































                                                   
38 水島 [2007]、313～318 頁。 
39 杉原 [1996]、55～62 頁。 
40 同上書、63～65 頁。 
41 同上書、163～165 頁。 





























1873 年からの 10 年間でジュート製品生産力は 10 倍になった46。 
ベンガル地方とカルカッタの商業ネットワークはより緊密になっていった。1862 年
                                                   
43 同上書、26 頁、及び 192～194 頁。 
44 河合 [1987]、90 頁、及び坪田 [2013]、29 頁。 
45 河合 [2008]、78 頁。 
46 Ray [2012], pp.118-130. カルカッタのジュート工場数は 1855 年に 2 工場であったが 1913 年ま
















ジュート作付面積は 1850 年代には 5 万エーカーほどであった。19 世紀後半からピ









                                                   
47 Ali [2012], pp.78-85. 
48 吉岡 [1975]、54～65 頁。 




次に単体ではジュート、トウモロコシ、大麦、麦が続く（Digital South Asia Library, Statistical 
abstract relating to British India. From, No.122-Crops under Cultivation in 1903-4; in Acres 
(pp.134-135)〈http://dsal.uchicago.edu/ 2014 年 4 月 4 日 閲覧〉）。米は 3,490 万 3,500 エーカ
ーと群を抜いており、単一作物では 246 万 5,400 エーカーのジュートが続く。その他にはトウモロ
コシ（185 万 3,400 エーカー）、大麦（151 万 6,100 エーカー）、小麦（150 万 8,600 エーカー）等
の耕作地が上位にあがる。また商品作物としてジュートが高額で取引されていたこともジュート耕
作地拡大に繋がったと考えられ、ベンガル地方の農民は現金所得の約半分をジュートによって稼い











表１－４ 北・東ベンガルの主要ジュート生産地面積の推移（1872～1910 年） 
（単位：エーカー，％） 
 1872 1880 1890 1900 1910 
ジャルパイグリ 50,000 15,400 20,500 63,000 94,800 
ラグプール 100,000 131,200 600,000 277,000 237,600 
ディナプール 117,600 14,600 96,000 80,000 92,000 
パブナ 122,900 102,300 150,000 136,500 180,100 
ボグラ 46,600 36,600 35,000 88,000 120,000 
ミメンシ 48,000 160,900 301,000 519,000 717,500 
ダッカ 40,000 115,000 180,000 161,000 184,600 
ファリドプール 16,600 79,600 80,000 100,000 120,200 
ティッペラ 78,400 0 190,800 219,000 236,900 
その他ベンガル地域 139,205 140,200 272,800 321,100 447,900 




81.7 82.4 85.8 83.7 81.6 
（出所）Ali [2012], p.25, Table1.1 を抜粋、一部編集。 
 
表１－５ インドのジュート原料輸出推移（1870～1913 年）    （100 万ポンド） 
 1870～72 平均 1890 1898 1906 1909 1913 
イギリス 3.10（86） 3.57（62） 2.51（54） 7.70（43） 4.28（43） 7.82（38） 
工業ヨーロッパ 
4 カ国 ― 1.23（21） 1.62（35） 7.60（42） 4.30（43） 9.00（44） 

















                                                   




表１－６ インドのジュート製品輸出推移（1876～1913 年） 
 1876 1890 1900 1913 
袋     
生産（百万個） 68 159 279 480 
輸出量（千個） 29,275 95,507 202,908 359,554 
輸出額（百万ポンド） 0.72 1.20 2.95 8.35 
布地     
生産（百万ヤード） 6 34 380 1,120 
輸出量（千ヤード） 6,014 26,672 365,215 1,088,104 
輸出額（百万ポンド） n.a. 0.15 2.23 10.39 


















                                                   
51 松本 [1996]、4 頁。 
52 中里 [2009]、319 頁。 
53 金子 [1980]、101 頁より引用。 
54 同上書、101～104 頁。  








表１－７ 歳入に占める地税収入の割合推移（1837～1870 年）（単位：千ポンド） 
 1837 1840 1850 1860 1870 
歳入総額 20,859 20,851 27,625 42,903 51,414 
地税収入 11,854（56.8） 12,314（59.1） 15,382（55.7） 18,509（43.1） 20,623（40.1） 
（出所）金子 [1980]、134 頁、表 13 を抜粋、一部編集。 
 
表１－８ 地租と全歳入推移（1793～1835 年）       （単位：ポンド） 
 1793 1799 1817 1828 1835 
ベンガル 
地租 3,177,028 3,213,230 7,639,154 8,200,779 3,304,294 
全歳入 5,871,945 6,498,473 11,692,068 14,833,840 8,286,287 
マドラス 
地租 789,050 883,539 3,856,433 3,649,012 3,297,602 
全歳入 2,110,089 2,882,536 5,381,307 5,575,049 4,599,261 
ボンベイ 
地租 82,050 31,364 868,047 1,722,335 1,719,895 
全歳入 294,736 415,663 1,302,445 2,331,802 2,424,444 
















                                                   
56 金子 [1980]、106 頁。 












 1857 年のいわゆるセポイの反乱後、1858 年よりイギリスのインド支配は会社統治
から直轄統治に切り替わるが、直轄統治以降にインド歳出は著しく増加する。例えば、




















                                                   
58 同上より引用。なお、本国費に含まれる項目やその変遷、仕組みにはここで立ち入らないことと
する。 
59 松本 [1996]、6 頁、表 1、インド植民地政府による本国送金に関する諸データ 1793-1874 年度、
及び 7 頁を参照。 










表１－９ 本国費の推移（1834～1924 年）         （単位：100 万ポンド） 
 1834～1856 1857～1860 1861～1874 1875～1898 1899～1913 1914～1920 1921～1924 
絶対額 75.7 28.4 146.6 357.8 283.4 167.7 122.9 
年平均額 3.3 7.1 10.5 14.9 18.9 24.0 30.7 
（出所）金子 [1980]、132 頁、表 12 を抜粋、一部編集。 
 
表１－１０ インド軍の参加したインド国外での軍事行動（1838～1920 年） 
  経常費 臨時費 






1838-42 第一次アフガニスタン 全部   全部 
1839-40 第一次中国 全部   全部※ 
1856-57 第二次中国  全部※  全部※ 
1856 ペルシャ 全部  半分 半分 
1859 第三次中国  全部※  全部※ 
1867-68 アビシニア 全部   全部 
1875 ぺラック 全部   
全部（植民
地政府） 
1878 マルタ  全部  全部 









1885-86 スーダン 全部   全部 
1885-91 ビルマ 全部  全部  
1896 モンバサ  全部  全部 










1914-20 第一次大戦と戦後 全部   全部 












































































                                                   





































 1947 年 8 月、英領インドはインドとパキスタンに分離独立し、インドは会議派の
ネルーが首相に、パキスタンはムスリム連盟のジンナーが初代総督となった73。東西
の領域からなるパキスタンの東パキスタンが現在のバングラデシュにあたる。パキス
タンは植民地時代のインドの面積と比較して 4 分の 1、人口の 5 分の 1 程度を受け継
ぎ、東西を合計した面積が 94.7 万㎢であった。そのうち西側は 85％、東は 15％を占
                                                   
70 同上書、415～416 頁より引用。 
71 同上書、416 頁。 




































                                                   
74 堀口 [2009]、190 頁。 
75 同上。 
76 インド亜大陸北西隅、ヒマラヤ山脈西部およびカラコルム山脈南部を占める地方。 


























                                                   












80 同上書、226 頁。 

















録工業所数は 1 万 4,677 社であったが、そのうちパキスタン領に含まれるようになっ















                                                   
82 加賀谷・浜口 [1977]、176～177 頁。 










表１－１１ 主要輸出品目の推移（1954～1968 年）     （単位：100 万ルピー） 
 1954 1959 1964 1968 
 実数 ％ 実数 ％ 実数 ％ 実数 ％ 
1．原ジュート 598.5 51.2 729.1 39.8 845.4 35.3 730.7 22.6 
2．原綿 296.5 25.4 188.8 10.3 287.0 12.0 346.6 10.7 
3．皮革原料 27.9 2.4 82.9 4.5 35.3 1.5 4.1 0.1 
4．原羊毛 50.0 4.3 75.4 4.1 58.7 2.5 41.4 1.3 
5．茶 55.8 4.8 35.5 1.9 10.0 0.4 ― ― 
6．魚類 26.3 2.2 46.7 2.5 85.0 3.5 71.3 2.2 
7．米 20.2 1.7 68.3 3.7 120.4 5.0 155.2 4.8 
小計 1075.2 92.0 1226.7 66.8 1441.8 60.2 1349.3 41.7 
8．綿製品 1.3 ― 231.1 12.6 271.2 11.3 459.4 14.2 
9．ジュート製品 22.8 1.9 277.1 15.1 300.7 12.6 634.5 19.6 
10．皮革製品 0.3 ― 18.8 0.8 76.8 3.3 221.0 6.9 
11．カーペット 0.1 ― 60.6 3.3 28.9 1.2 40.7 1.3 
小計 24.5 1.9 587.6 31.8 677.6 28.4 1355.6 42.0 
12．その他 696.0 6.1 177.0 1.4 275.9 11.4 534.9 16.3 
合計 1169.3 100.0 1832.0 100.0 2395.3 100.0 3239.8 100.0 
（出所）平島 [1973]、251 頁、第 71 表を抜粋。 
 
1954 年に東パキスタンで原料ジュートを中心とする農産原料輸出が東西パキスタ




はそれぞれ 33.8％から 16.9％、16.7％から 22.4％と東パキスタンと同様の傾向がみら
れる（表１－１２参照）84。 
 
                                                   
84 平島 [1973]、252～253 頁。西パキスタンの綿織物を中心とした農産原料使用の加工品に関して、




表１－１２ 農産原料、加工品輸出の構成推移（1954～1968 年）    （単位：％） 
 1954 1959 1964 1968 
農産原料 
西パキスタン 33.8 22.6 21.0 16.9 
東パキスタン 58.2 44.2 39.2 24.8 
国産農産原料使用の加工品 
西パキスタン ― 16.7 15.8 22.4 
東パキスタン 1.9 15.1 12.6 19.6 
合計 
西パキスタン 33.8 39.3 36.8 39.3 
東パキスタン 60.1 59.3 51.8 44.4 










1954～1968 年にかけて 75％から 63％に落ち、東西パキスタン総輸出額に占める同項






表１－１３ 輸出に占めるジュート、綿の割合推移（1954～1968 年） 
 1954 1959 1964 1968 
原料ジュート 
及びジュート製品 
（1）実数（100 万ルピー） 621.3 1006.2 1146.1 1365.2 
（2）東パキスタン輸出に占める割合（％） 88 93 92 95 
（3）輸出総額に占める割合（％） 53 55 48 42 
原料綿及び綿製品 
（4）実数（100 万ルピー） 297.8 419.9 558.2 806.0 
（5）西パキスタン輸出に占める割合（％） 75 58 63 63 
（6）輸出総額に占める割合（％） 26 23 23 25 
（4）/（1）×100（％） 48 42 49 59 
（出所）平島 [1973]、253 頁、第 73 表を抜粋。 
 
                                                   

































                                                   




表１－１４ 東西パキスタン輸出入バランスの推移（1948～1968 年） 
（単位：100 万ルピー） 
 東パキスタン 西パキスタン 


































1948 1,328 478 850 20 140 -120 730 542 1,009 -467 120 -347 
1949 683 410 273 51 236 -185 37 535 874 -339 185 -154 
1950 1,211 453 758 63 273 -210 548 1,342 1,167 175 210 385 
1951 1,087 763 324 66 254 -188 136 922 1,474 -552 188 -364 
1952 643 366 277 149 218 -69 208 867 1,017 -150 69 -81 
1953 645 294 351 152 387 -235 116 641 824 -183 235 52 
1954 732 320 412 198 305 -107 305 491 783 -292 107 -185 
1955 1,042 361 680 238 334 -96 584 743 964 -221 96 -125 
1956 910 819 91 244 532 -288 -197 698 1,516 -818 288 -530 
1957 988 736 252 270 701 -431 -179 434 1,314 -880 431 -449 
1958 881 554 327 289 686 -397 -70 444 1,024 -580 397 -183 
1959 1,080 655 425 362 569 -207 218 763 1,806 -1,043 207 -836 
1960 1,259 1,015 244 364 826 -462 -217 540 2,173 -1,633 462 -1,171 
1961 1,300 873 427 402 855 -353 -25 543 2,236 -1,693 453 -1,240 
1962 1,249 1,019 230 473 957 -484 -254 998 2,800 -1,802 484 -1,318 
1963 1,224 1,448 -224 511 895 -384 -608 1,075 2,982 -1,907 384 -1,523 
1964 1,268 1,702 -434 537 874 -337 -771 1,140 3,672 -2,532 337 -2,195 
1965 1,514 1,328 186 652 1,209 -557 -557 1,204 2,880 -1,676 557 -1,119 
1966 1,576 1,567 8 739 1,325 -586 -586 1,338 3,625 -2,287 586 -1,701 
1967 1,484 1,327 157 785 1,233 -448 -448 1,864 3,327 -1,463 448 -1,015 
1968 1,543 1,850 -307 871 1,385 -514 -514 1,763 3,047 -1,282 514 -770 
（出所）平島 [1973]、311 頁、付表 11 を抜粋。 
 
表１－１５ 東西パキスタン間の開発支出額の推移（第 2 次～第 4 次計画） 
（単位：100 万ルピー） 
 第 2 次計画（1960～65 年） 第 3 次計画（1965～70 年） 第 4 次計画（1970～78 年） 
西パキスタン 21,500 29,700 39,400 
東パキスタン 9,700 16,800 35,600 


































































                                                   
87 小島 [1988]、137 頁。原出所はバングラデシュ家計調査統計。貧困ラインの基準は 1 人 1 日当た
りカロリー摂取量が 2,200 カロリー以下（同上）。なお、1974 年に行われた世界銀行の調査では、
貧困ライン以下の生活者は人口の 44％に達した。ここでの貧困線は、世界銀行が定めたバングラデ
シュにおける「…ある『最低』の必要カロリー量を含む食糧を購入できる 1 人当たり月額消費支出
水準…」を指し、1 人 1 日当たりのカロリー摂取量が 1,805 カロリー以下を貧困線としている（渡
辺 [1985]、192 頁より引用）。この貧困線以下の農家は、1976 年に 64％、1977 年に 60％と変化し
ていった（同上）。また、現在バングラデシュではベーシックニーズ費用法（Cost of Basic Needs：
CBN）を用い、貧困率（Head Count Rate：HCR）を算出している。CBN では一日に必要とされ
る栄養（2,122 キロカロリー）を満たすための 11 種類の食材を選定しており、それらの購入費用を
基に食糧貧困線を設定している。同時に食糧貧困線に近い世帯が必要とする非食料にかかる費用を
算出し、非食糧貧困線を設定している。バングラデシュの貧困層では食糧貧困線と非食糧貧困線を
合算した費用以下の生活を送る層を指す（Bangladesh Bureau of Statistics [2011], pp.59-61）。同
基準による 2010 年度の統計では国民の約 30％が貧困層である。 





















図２－１ 出生率、乳児死亡率、平均寿命推移（1971～2012 年） 
（単位：左，％ 右，年齢） 
 
（出所）World Bank, World Development Indicators （http://www.worldbank.org/ 2014 年 8 月 26
日 閲覧）を参照に作成。出生率は人口 1,000 人に対する出生数の割合、乳児死亡率は出生数 1,000 人
に対する乳児（1 歳未満）の死亡する人数を指す。 
                                                   






































（出所）Bangladesh Bank, Economic Data, Balance of Payments [Annual Data]
















かしながら、第二次所得収支が 2000 年代初めから拡大していき、2005 年以降は安定
して貿易収支の赤字を補うほどの黒字を計上している（図２－２、図２－３参照）。 
 
図２－２ バングラデシュの貿易収支推移（1971～2011 年）  （単位：10 億ドル） 
 
（出所）日本貿易振興機構・アジア経済研究所、アジア動向データサービス




















GDP に対する ODA の比率は拡大傾向にあったが、1977 年をピークに減少に転じ、そ






考えることができる。特に 2000 年代前半から貯蓄率と投資率はともに 20％台に入り、
貯蓄は 20％前後で推移し、投資率は民間を中心に 20％代半ばまで上昇した。 
ODA 依存度は低下するなか、バングラデシュの対外債務比率は増加傾向にあるもの
の、経済成長にともない GDP 比での対外債務比率は例年低下している。1971 年の独

























図２－４ GDP に対する対外債務比率推移（1972～2012 年） 
（単位：左，10 億ドル〈対外債務・GDP〉 右，％） 
 


































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































（出所）Ministry of Finance [2012], pp.54-55 を参照に作成。 
 










































図２－８ 財政収支推移（1994～2011 年）      （単位：対 GDP 比率 ％）  
 


























































































表２－４ 財政推移（1994～2011 年）        （単位：対 GDP 比率 ％） 
 
（出所）Ministry of Fiance [2005], p.31、p.35、p.37、及び Ministry of Fiance [2012], p.44、p.49、
p.51 を参照に作成。 
 
表２－５ 開発関連支出推移（1994～2011 年）     （単位：対 GDP 比率 ％） 
 
（出所）Ministry of Finance [2005], p.35、Ministry of Finance [2012], pp.50-51 を参照に作成。 
 
（３）バングラデシュ経済の変遷 






1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011
歳入（外国贈与除く） 9.8 9.2 9.6 9.5 9.0 8.5 9.6 10.2 10.4 10.6 10.6 10.8 10.6 11.3 11.3 11.5 12.1 12.8
　税収 7.9 7.3 7.9 7.7 7.4 6.8 7.8 7.8 8.3 8.5 8.6 8.7 8.4 9.0 9.0 9.3 10.0 10.4
　税外収入 1.9 1.9 1.7 1.8 1.6 1.7 1.8 2.4 2.1 2.1 2.0 2.1 2.2 2.3 2.2 2.2 2.1 2.4
　外国贈与 2.1 2.4 1.7 1.7 1.3 1.4 1.6 1.0 1.0 0.8 0.8 0.6 0.4 0.8 0.8 0.5 0.5 0.6
歳出 14.4 13.9 13.3 12.9 13.6 14.5 14.8 14.9 14.0 14.0 14.2 15.0 14.2 12.8 17.3 15.3 16.3 17.6
　非開発関連費 6.7 7.0 6.8 7.1 7.5 7.7 8.1 8.3 8.3 8.4 8.5 9.0 8.8 8.8 10.6 10.9 10.5 11.0
　開発関連費 6.6 5.9 6.0 5.4 5.6 6.4 6.3 5.5 5.1 5.1 5.5 4.7 3.7 4.2 3.7 4.1 4.2 4.5
　その他歳出 1.2 1.0 0.5 0.4 0.4 0.4 0.4 1.1 0.5 0.5 0.6 0.5 0.7 0.3 2.5 0.7 1.5 2.1
財政収支（外国贈与除く） -4.6 -4.7 -3.7 -3.4 -4.6 -6.1 -5.1 -4.7 -4.2 -4.2 -4.2 -3.9 -3.7 -6.2 -4.0 -4.0 -4.5 -5.1
財政収支（外国贈与含む） -2.2 -3.0 -2.0 -2.1 -3.2 -4.5 -4.1 -3.7 -3.4 -3.4 -3.4 -3.3 -3.3 -5.4 -3.2 -3.5 -4.0 -4.5
対外借入金 3.8 2.8 2.8 2.3 2.5 2.5 2.0 2.1 2.3 2.3 2.4 1.7 1.8 2.5 1.8 2.0 1.2 1.3
国内銀行借入金 0.7 1.8 1.5 1.6 1.9 2.8 2.8 2.6 1.9 2.2 1.8 2.2 1.9 3.7 2.2 2.5 3.3 3.8
1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011
農業 5.3 4.5 5 4.5 4.9 4.7 4.5 4.4 3.7 4.0 3.6 5.2 5.9 6.6 6.3 6.0 6.6 6.4
農村開発 6.6 6.8 8.4 8.2 10.1 12.2 12.2 11.1 10.1 13.8 14.3 15.8 17.1 15.1 16.6 14.0 13.0 12.9
水資源開発 6.3 5.6 8.2 8.1 7 6.9 6.1 5.4 4.3 4.0 2.4 3.2 2.3 3.7 4.1 4.0 3.5 3.3
工業 1.3 1.5 1.4 0.8 0.8 1.7 3.3 1.9 1.1 2.7 2.4 1.6 1.2 1.3 2.1 2.0 1.2 2.5
電気 14.8 13.7 13.5 10.9 12 12.9 12.2 12.1 13.7 17.3 20.7 16.2 13.9 13.3 11.7 8.0 14.3 18.9
ガス・オイル・天然資源 2.3 4.1 4.4 4.9 4.7 4.3 2.5 3.1 4.0 5.2 6.0 1.6 0.7 1.4 1.1 5.0 3.1 2.0
交通 18.9 20.1 22.4 19.7 17.9 17.4 20.4 19.9 16.2 18.0 12.3 14.3 14.4 10.9 10.1 12.0 14.9 14.1
通信 4.4 2.9 1.9 1.6 2.8 3.1 2.8 6.1 3.6 2.2 2.9 2.8 2.7 1.6 0.9 1.0 0.8 2.2
都市計画・住宅 4.7 4.6 5.4 5.1 5.4 7 7.5 6.6 5.6 5.9 6.0 7.6 6.9 7.1 11.5 12.0 9.5 10.5
教育・宗教 14.2 13 13.2 12.9 13.5 12.8 13.3 14.2 13.9 12.3 13.7 13.8 15.5 15.6 16.0 17.0 14.4 12.3
保健・人口 8.2 6.9 7.9 9.1 8.2 8.1 7.3 7.9 6.7 8.3 8.2 9.6 10.0 11.3 10.7 8.0 9.0 7.8








ていくこととなり、エルシャド大統領（1983～1990 年）の時代には 1982 年の新工業
化政策、1986 年の改訂工業化政策の下で、国営部門の改善と民間払下げ、民間投資の
奨励、外資導入の積極化、輸出主導型工業の育成が行われていった91。しかしながら、




b. 経済成長の始まり：民間主導（1990 年代） 














                                                   
90 木曾 [1991]、82～83 頁。 
91 同上書、84 頁。 
92 長田 [1998]、35 頁。 
93 藤田 [2005]、23~26 頁。 
94 佐藤 [2009]、40 頁。 












c. 経済成長期（2000 年代） 





年代を通して GDP 成長率は平均 5.9％を維持し、1990 年代のそれよりも安定した高
成長を続けている。海外送金流入額だが、2000 年代に入ってから急速な増加がみられ





る形で外貨準備高の変化も著しく、特に 2000 年代中盤から急速に増加が確認できる。 
1990 年代に一桁台を推移していた貯蓄率は 2000 年代に入ると 20％台に達し、投資




 バングラデシュは 2010 年台も引き続き 6％台の経済成長率を維持しており、その他
のマクロ経済指標も概ね良好である。2014 年には日本からの融資が確定し、今後工業
                                                   








図２－９ 粗国民貯蓄、粗投資推移（1981～2011 年）（単位：対 GDP 比率 ％） 
 
（出所）1981～1989 年は長田 [2014]、59 頁、表 2－7 を参照に、1994 年は 
1995～2004 年は Ministry of Finance [2005], pp.20-21、2005～2011 年は Ministry of Fiance [2012], 
p.25 を参照に作成。1991～1995 年までの数値を欠く。 
 
 




                                                   






























































































































































































































































































二次所得収支の労働者海外送金流入である。2012 年度には GDP に対する海外送金流
入額は約 12％にのぼった。バングラデシュからの海外出稼ぎ労働者が増加し始めたの










始めた。2002 年の GDP に占める海外送金流入額の割合は 5％、同年の輸出による収
益の 46％に相当した。これは 2011 年になると、海外送金流入額は GDP 比 11％、輸
出収益の 52％に等しい。同期間で就業タイプの変化をみると、2002 年には単純労働
者の海外出稼ぎ労働者全体に占める割合は 58％、技能労働者が 16％、高度技能労働者









                                                   
98 佐藤 [1990]、94～97 頁。 




図２－１１ 海外送金流入額推移（1987～2012 年）   （単位：左，兆タカ 右，％） 
 
（出所）図２－１と同じ、及び Bangladesh Bank, XXI Country-Wise Workers’ Remittances































































































































































図２－１２ 衣類製品輸出額推移（1983～2013 年） （単位：左，100 万ドル 右，％） 
 
（出所）BGMEA, Trade Information（http://www.bgmea.com.bd/ 2014 年 10 月 2 日 閲覧）、及び








図２－１３ 輸入品の主な内訳（2012 年）     （単位：％） 
 
（出所）Bangladesh Bank [2013a], p.91, Table 10.2 を参照に作成。 
 






















































































































図２－１５ 輸出品の主な内訳（2012 年）             （単位：％） 
 
（出所）Bangladesh Bank [2013a], p.89, Table 10.1 を参照に作成。 
 






































































































表２－６に示されているように、2012 年の輸入品内訳を HS コードの部単位で分類
すると、第 1～21 部に分けられる。衣類関連製品が含まれるのは、第 11 部「紡織用繊
維及びその製品」と第 16 部「機械類及び電気機器並びにこれらの部分品並びに録音
機、音声再生機並びにテレビジョンの映像及び音声の記録用又は再生用の機器並びに
これらの部分品及び附属品」である。第 11 部には主に衣類の原材料、第 16 部は衣類
製品に関連する機械類が含まれる。第 11 部と第 16 部の全輸入額に占める割合は、そ
れぞれ 24.39％、13.11％となっており、その他の部よりも全体に占める割合が高いこ











表２－６ HS コード部単位輸入内訳（2012 年）          （単位：％） 
第 1 部 動物（生きているものに限る。）及び動物性生産品 0.99% 
第 2 部 植物性生産品 6.86% 
第 3 部 動物性又は植物性の油脂及びその分解生産物、調製食用脂並びに動物性又は植物性のろう 4.88% 
第 4 部 調製食料品、飲料、アルコール、食酢、たばこ及び製造たばこ代用品 4.61% 
第 5 部 鉱物性生産品 11.53% 
第 6 部 化学工業（類似の工業を含む。）の生産品 10.35% 
第 7 部 プラスチック及びゴム並びにこれらの製品 4.70% 
第 8 部 皮革及び毛皮並びにこれらの製品、動物用装着具並びに旅行用具、ハンドバッグその他これらに類する容器並びに腸の製品 0.22% 




第 10 部 木材パルプ、繊維素繊維を原料とするその他のパルプ、古紙並びに紙及び板紙並びにこれらの製品 1.92% 
第 11 部 紡織用繊維及びその製品 24.39% 
第 12 部 履物、帽子、傘、つえ、シートステッキ及びむち並びにこれらの部分品、調製羽毛、羽毛製品、造花並びに人髪製品 0.14% 
                                                   




第 13 部 石、プラスター、セメント、石綿、雲母その他これらに類する材料の製品、陶磁製品並びにガラス及びその製品 0.40% 
第 14 部 天然又は養殖の真珠、貴石、半貴石、貴金属及び貴金属を張った金属並びにこれらの製品、身辺用模造細貨類並びに貨幣 0.04% 
第 15 部 卑金属及びその製品 8.03% 




第 17 部 車両、航空機、船舶及び輸送機器関連品 6.00% 




第 19 部 武器及び銃砲弾並びにこれらの部分品及び附属品 0.08% 
第 20 部 雑品 0.64% 
第 21 部 美術品、収集品及び骨董 0.00% 
（出所）HS コードの部は財務省、輸出統計品目表（2014 年版）（http://www.mof.go.jp/index.htm）を参
照、輸入の割合は Bangladesh Bank [2013b] を参照に作成。 
 
表２－７ HS コード部単位輸出内訳（2012 年）           （単位：％） 
第 1 部 動物（生きているものに限る。）及び動物性生産品 2.73% 
第 2 部 植物性生産品 0.65% 
第 3 部 動物性又は植物性の油脂及びその分解生産物、調製食用脂並びに動物性又は植物性のろう 0.07% 
第 4 部 調製食料品、飲料、アルコール、食酢、たばこ及び製造たばこ代用品 1.11% 
第 5 部 鉱物性生産品 0.87% 
第 6 部 化学工業（類似の工業を含む。）の生産品 0.44% 
第 7 部 プラスチック及びゴム並びにこれらの製品 0.41% 
第 8 部 皮革及び毛皮並びにこれらの製品、動物用装着具並びに旅行用具、ハンドバッグその他これらに類する容器並びに腸の製品 2.34% 




第 10 部 木材パルプ、繊維素繊維を原料とするその他のパルプ、古紙並びに紙及び板紙並びにこれらの製品 0.04% 
第 11 部 紡織用繊維及びその製品 88.79% 
第 12 部 履物、帽子、傘、つえ、シートステッキ及びむち並びにこれらの部分品、調製羽毛、羽毛製品、造花並びに人髪製品 1.25% 
第 13 部 石、プラスター、セメント、石綿、雲母その他これらに類する材料の製品、陶磁製品並びにガラス及びその製品 0.20% 
第 14 部 天然又は養殖の真珠、貴石、半貴石、貴金属及び貴金属を張った金属並びにこれらの製品、身辺用模造細貨類並びに貨幣 0.00% 
第 15 部 卑金属及びその製品 0.54% 




第 17 部 車両、航空機、船舶及び輸送機器関連品 0.30% 




第 19 部 武器及び銃砲弾並びにこれらの部分品及び附属品 0.00% 
第 20 部 雑品 0.08% 
第 21 部 美術品、収集品及び骨董 0.00% 












あったが、2010 年の値ではそれぞれ約 20％、30％、50％と約 40 年の間に比重は大き
く変化した。各産業の変化に応じて、それぞれの産業の労働者構成比にも変化がみら









門は GDP 構成比の変遷においても最も大きな変化を示している。1999～2011 年の間
に農業・林業、漁業の GDP 構成比は大幅に減少し、同期間に製造業は著しく GDP 構
成比を伸ばしている（表２－８）。製造業の活況は賃金水準にも反映されている（図２
－２０）。1969～1970 年を 100 として 1980 年から現在の主要産業別賃金指数の変遷
を確認すると、製造業における賃金指数は 1995 年以降その他の産業と比較しても高
い数値を保ち続けている。産業別就業者の割合推移においても製造業の伸びは顕著で、
1974～2010 年の間に 4.8％から 12.3％へと約 4 倍拡大している。同様に、商業・ホテ
ル・飲食業、運輸・倉庫・通信業もそれぞれ約 4 倍に拡大し、これらがサービス業に
おける就業率の高さを表している（表２－９）。 
 製造業のなかでも、とりわけ縫製産業（衣類産業）の生産指数が高い。2005 年を 100
として算出された2012年の製造業業種別生産指数のなかで、衣類産業の数値は 265.83
と他に差をつけている（表２－１０参照）。1988 年を 100 とした中・大規模製造業の
生産指数推移をみると、1996 年の 195.94 から 2011 年には約 3 倍の 570.44 に数値が
上がっている。小規模企業と中・大規模企業の生産高推移においても、1998～2011 年









図２－１７ 産業別 GDP 構成比推移（1972～2010 年）      （単位：％） 
 
（出所）日本貿易振興機構・アジア経済研究所、アジア動向データベース 
（http://www.ide.go.jp/Japanese/index.html 2014 年 5 月 20 日 閲覧）を参照に作成。 
 
 
図２－１８ 産業別労働者構成比推移（1974～2010 年）      （単位：％） 
 
（出所）1974、1981 年は ILO, LABORSTA ,（http://www.ilo.org/global/lang--en/index.htm 2014 年
5 月 20 日 閲覧）、1985～2005 年は World Bank, World Development Indicators 

































































図２－１９ 産業別 GDP 構成比（2011 年）         （単位：％） 
 
（出所）日本貿易振興機構・アジア経済研究所、アジア動向データベース 
（http://www.ide.go.jp/Japanese/index.html 2014 年 5 月 20 日 閲覧）を参照に作成。 
 
 
図２－２０ 主要産業別賃金指標（1980～2011 年）（単位：1969－1970 年＝100） 
 
（出所）1980～1992 年は日本貿易振興機構・アジア経済研究所、アジア動向データベース
（http://www.ide.go.jp/Japanese/index.html 2014 年 8 月 8 日 閲覧）を参照に作成。1995～2007 年
までは Bangladesh Bureau of Statistics [2010], p.381 より、2008～2011 年は Ministry of Finance 









































































































































































表２－８ 産業別国内総生産推移（1999～2011 年） （単位：対 GDP 比率 ％） 
 
（出所）1999～2004 年は Ministry of Finance [2005], p.18、2005～2011 年は Ministry of Finance 
[2012], pp.22-23 を参照に作成。 
 
表２－９ 主要産業就業者割合推移（1974～2010 年）           （単位：％） 
  1974 1983 1999 2005 2010 
農業・森林業・漁業 76.6 58.6 50.7 48.1 47.3 
鉱業・採石業 0.0 0.1 0.51 0.2 0.1 
製造業 4.8 7.5 9.4 10.9 12.3 
電気・ガス・水道 1.0 0.3 0.2 0.2 0.1 
建設 4.0 1.0 2.8 3.1 4.7 
商業・ホテル・飲食 3.9 11.7 15.6 16.4 15.4 
運輸・倉庫・通信 1.6 4.3 6.41 8.4 7.3 
金融・不動産 0.2 0.6 ‐ ‐ ‐ 
金融・ビジネス・サービス ‐ ‐ 1.0 1.4 1.8 
公務・個人サービス 10.6 11.6 ‐ ‐ ‐ 
コモディティ・個人サービス ‐ ‐ 13.0 5.4 6.4 
行政・国防 ‐ ‐ ‐ 5.4 4.2 
不明 7.0 3.0 ‐ ‐ ‐ 
合計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 




















（出所）Bangladesh Bank [2014], p.11 を参照に作成。 
 
表２－１１ 中大規模製造業生産指数（1996～2011 年） 
（単位：1988－1989 年＝100） 
 
（出所）1997～2004 年までは Ministry of Finance [2005], p.89、2005～2011 年は Ministry of Finance 
[2012], p.118 を参照に作成。 
 
表２－１２ 企業規模別生産高推移（1998～2011 年）  （単位：1,000 万タカ） 
 
（出所）1998～2004 年は Ministry of Finance [2005], p.87、2005～2011 年は Ministry of Finance 
[2012], p.177 を参照に作成。 
 
（２）工業政策の推移 










                                                   
101 長田 [1992]、4 頁。 
1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011
生産指数 195.94 204.17 214.30 228.43 238.75 254.45 265.78 274.12 294.72 328.35 360.33 386.48 413.42 442.12 580.24 570.44
1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011
小規模企業 8,185 8,659 9,267 10,700 10,780 11,496 12,406 13,552 14,865 15,920 17,019 18,341 19,412 20,806









 第 1 次計画による成果は限定的なものとなり、その後に続く 2 カ年計画（1978～


















                                                   
102 木曾 [1991]、83 頁。5 カ年計画が施行される理由としては、第一にプロジェクトの実施に必要
不可欠な投資の決定過程を円滑にするための枠組みを形成する必要があったこと、第二に援助のニ
ーズを明確にし、投資政策をまとめることで援助供与国側に枠組みを示し、経済援助を受けやすく
する必要があったことがあげられる（小島 [1988]、148 頁）。 
103 同上書、153～157 頁。 
104 長田 [2014]、86～87 頁。 
105 木曾 [1991]、87 頁。 












資はそれまで投資委員会（IB : Invest Board）が認可を行っていたが、それ以外の機
関、工業局（DGI : Director General Industry）やバングラデシュ輸出加工区庁

















                                                   
107 長田 [2014]、88 頁。  
108 木曾 [1991]、87～88 頁。 






たハシナ政権においても新たな工業政策がそれぞれ 1997 年、1999 年に発表された。
前政権から方向性に変化はなく、さらなる外資への規制撤廃、輸出志向工業に向けた
環境が整えられていった。 














衣類製品の輸出を開始し、1980 年当初の縫製工場数は 30 工場にすぎなかった。縫製






                                                   
110 同上書、91 頁。 
111 同上。 
112 Ministry of Industry [2005], pp.1-4. 
113 Planning Commission [2012], pp.36-37. 
114 深澤 [2013]、45 頁。 
































                                                   


































































































                                                   
117 小島 [1988]、137 頁、及び渡辺 [1985]、184～185 頁。 





















えば、藤田 [2005] はバングラデシュにおける緑の革命を 1980 年代に位置付けている
が、他方で東南アジア島嶼部や同じ南アジアの国であるインド、パキスタンにおける








                                                   
119 長田 [1993]、183～185 頁。 
120 藤田 [2009]、175~177 頁。 
121 黒崎 [2010]、178 頁より引用。（）内は筆者挿入。 



















る。5 月から 8 月にかけてアウス、7 月から 12 月にかけてアモン、その後に 1 月か
ら 5 月にボロという流れで農業は営まれる（図３－１参照）。6 月から 10 月にかけて
雨季になり、同時期には国内に降る雨の数倍の水がインド、中国、ネパール、ブータ
ンから流入することでバングラデシュ国土の 3 分の 1 から 2 分の 1 が水に浸かる。






                                                   
123 向井 [2003]、252 頁。 
124 同上書、10～11 頁。 
125 天野 [2003]、27 頁。米の増産に大きな特徴がみられるバングラデシュ農業の成長には、耕地
面積の拡大よりも作付延べ面積の拡大、つまり耕地利用率の向上が影響した面が大きい。東ベン
ガル地域は 20 世紀初頭においてすでに耕地面積は限界に達しており、20 世紀を通して耕地面積
拡大よりはむしろ、その生産性の向上が増収に結び付いたのである。作付面積当たり生産性の向




1,429 万ヘクタールから 1,484 万ヘクタールに微増はあったものの、ほとんど変化は
みられない。同期間に耕作可能面積は 938 万ヘクタールから 844 万ヘクタールへと下
がり、国土面積に対する耕作地の割合は 1980 年の 66％から 2004 年には 57％に低下
した。つまり新たな土地が開発されなかっただけでなく、若干の減少が確認される。
他方 1980～2004 年にかけて耕地面積は 856 万エーカーから 797 万エーカーに減少
し、作付延べ面積が 1,316 万エーカーから 1,410 万エーカーに増加したことで、耕地
利用率は同期間に 154％から 177％に達し、20 年弱の間に約 23％の上昇がみられた126
（図３－２参照）。現在一期作が行われている土地面積は 223 万 6,000 ヘクタール、二







 図３－１ 農業歴 
 
（出所）藤田 [2005]、71 頁、図 3－4 を抜粋、一部編集。 
 
                                                   
の約 2.5 倍となっている（黒崎 [2010]、172 頁、及び 175 頁）。 
126 Ministry of Agriculture, Handbook of Agricultural Statistics, 5.01 Cropping Intensity from 
1980-1981 to 2004-2005（http://www.moa.gov.bd/ 2014 年 4 月 23 日 閲覧）． 
127 Ministry of Agriculture, Handbook of Agricultural Statistics, Bangladesh Agriculture at a 
Glance（http://www.moa.gov.bd/  2014 年 4 月 23 日 閲覧）．  






図３－２ 耕地面積・作付延べ面積・耕地利用率の推移（1980～2004 年） 
（単位：左，耕地面積・作付延べ面積 百万ヘクタール 右，耕地利用率 ％） 
 
（出所）Ministry of Agriculture, Handbook of Agricultural Statistics, 5.01 Cropping Intensity from  
1980-1981 to 2004-2005（http://www.moa.gov.bd/ 2014 年 4 月 19 日 閲覧）を参照に作成。 
 
（２）浅管井戸の推移  
乾季稲のボロを中心とした米の増収を可能にしたのが、浅管井戸（STW : Shallow 
Tube Well）を中心とした灌漑の普及であった。しかしながら STW に先んじて 1960
年代より乾季稲作の灌漑を目的として導入されたのが低揚程ポンプ（LLP : Low Lift 
Pump）や深管井戸（DTW : Deep Tube Well）であった。LLP は河川や池等表面水
の利用を可能とし、DTW は表面水が利用できない地域の灌漑に用いられた。LLP、
DTW、の普及によって乾季におけるボロの耕作面積は拡大をみせ、生産量が伸びて
いった。しかし LLP によって利用できる表面水には限界があり、DTW に関しては大
規模な灌漑施設となるため土地の細分化が進むバングラデシュにはあまり適さなかっ
た128。 
図３－３に示されているよう、1980 年代後半以降、LLP に代わり STW の設置が急






                                                   







バングラデシュ農業省の統計によれば、1979 年の STW によって整備された灌漑地
総面積は 5 万 5,100 ヘクタールであったが、2004 年までには 302 万 7,400 ヘクター
ルに増加し、およそ 55 倍に拡大したことになる。STW とは対照的に DTW、LLP に
よる灌漑面積の拡大に関しては同期間において限定的なものとなった。DTW は 18 万
500 ヘクタールから 4 倍の 71 万 6,680 ヘクタールに拡大、他方 LLP は 62 万 1,400 ヘ
クタールから 80 万 2,070 ヘクタールに僅かな増加をみせた。DTW そして LLP によ




図３－３ 灌漑施設の推移                （単位：千ヘクタール） 
 
（出所）Ministry of Agriculture, Handbook of Agricultural Statistics, 5.06 Irrigation by methods  
1979-1980 to 2004-2005（http://www.moa.gov.bd/ 2014 年 4 月 19 日 閲覧）を参照に作成。 
                                                   
129 藤田 [2005]、40 頁。しかしながら、管井戸の投資はいずれにせよ農民にとって大きな投資であ





による利益を得ることができたのであった（藤田 [2005]、37～42 頁）。 
130 Ministry of Agriculture, Handbook of Agricultural Statistics, 5.06 Irrigation by methods 




 STW による灌漑農地面積が 1980 年代中盤以降急激に拡大をみせるなか、それに伴




 1971 年のボロ在来種生産量は 77 万 2,000 トン、HYV は 96 万 6,000 トンであっ
た。1971 年の時点で既に生産量は HYV の方が高く、その後 HYV は急速な増加をみ
せた。HYV 生産量は 1980 年までに 2 倍、82 年に 3 倍、87 年に 4 倍、翌 88 年には 5
倍に達した。1990 年代も右肩上がりに増加していき、90 年に 6 倍、96 年に 7 倍、98
年には遂に 10 倍となった。こうして 2005 年までに 13 倍にまでボロ HYV 生産量は
増加していった。1971 年から 2005 年にかけての HYV 生産量の増加には目を見張る
ものがあるが、同期間在来種の生産量が 77 万 2,000 トンから 34 万 7,000 トンに半減
したことも、ボロ HYV の生産量増大を際立たせている（図３－４参照）。 
 現在ボロに次いで生産量を誇るアモンは、1971 年時点では一番の生産量を誇った。
当時のアモン在来種生産量は 500 万トン、HYV は 69 万 6,000 トンであった。HYV が
初めて在来種生産高を超えたのが 1991 年で、在来種が 461 万 3,000 トン、HYV が
465 万 6,000 トンを記録した。つまり 1991 年までにアモン HYV 生産量は約 6 倍に増
加したことになる。1990 年代に入るとアモン HYV は在来種に差をつける形でますま
す増加していき、2005 年には 2 倍の生産量となった。 
 1971 年の統計をみるとアウスの生産量はアモンに続き二番目に高い。1971 年時点
のアウス生産量の内訳は在来種が 221 万 2,000 トン、HYV が 12 万 9,000 トンであっ
た。HYV の普及はボロやアモンと比較して遅く、在来種の生産量を抜いたのは 2002
年が初めてで、それぞれ HYV が 94 万 7,290 トン、在来種が 90 万 3,400 トンであっ
た。これは HYV 生産量が在来種のそれにキャッチアップを果たした背景には、在来種
の生産量の減少があったことも確認できる。その後 2005 年までに HYV は 100 万ト
ン台に入り 108 万 1,000 トンを記録し、在来種は 2002年からさらに減少し 66万 4,000
トンとなった131。 
LLP の普及にともなって治水が進み、HYV 利用率が高くなるにつれて肥料の販売
                                                   
131 Ministry of Agriculture, Handbook of Agricultural Statistics, 1.03 Production of Rice from 
1971-1972 to 2005-2006（http://www.moa.gov.bd/ 2014 年 4 月 15 日 閲覧）． 
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量も増加していった（図３－５参照）。1980 年に肥料売り上げの合計は 87 万 5,179 ト
ンとなっていたが、LLP 灌漑や HYV 利用の増加に対して肥料の売り上げは右肩上が
りに増加していったことがわかる。1988 年には約 2 倍の 170 万 9,038 トン、94 年に
は約 3 倍の 264 万 620 万トンに達し、2006 年までには約 4 倍の 355 万 1,000 トンに
売り上げは伸びていった132。 
 
図３－４ 在来種と HYV の生産量推移（1971～2005 年）    （単位：千トン） 
 
（出所）Ministry of Agriculture, Handbook of Agricultural Statistics, 1.03 Production of Rice from 
 1971-1972 to 2005-2006（http://www.moa.gov.bd/ 2014 年 4 月 19 日 閲覧）を参照に作成。 
 
図３－５ 肥料販売量推移（1980～2006 年）           （単位：トン） 
 
（出所）Ministry of Agriculture, Handbook of Agricultural Statistics, 4.03 Fertilizer Sales by  
Product during 1980-1981 to 2006-2007（http://www.moa.gov.bd/ 2014 年 4 月 19 日 閲覧）を参照 
に作成。 
                                                   
132 Ministry of Agriculture, Handbook of Agricultural Statistics, 4.03 Fertilizer Sales by 




バングラデシュにおける「緑の革命」は、1980 年代後半に STW の普及に伴う米、
特に乾季稲のボロの増収という形で実を結んだ。バングラデシュ農業省によれば、
1971 年にボロの１ヘクタールあたりの平均収穫は 2.01 トンであったのに対し、2005
年には 3.44 トンにまで増収した。アウスの変化が同期間で 0.78 トンから 1.69 トン、
アモンが 1.15 トンから 2.08 トンの増収であることをみても、やはりボロの収穫高は
突出して高いことが理解できる133。 
1971 年から 2005 年にかけて、ボロの生産は 173 万 8,000 トンから 1,397 万 5,000
トンに到達し、約 8 倍となった。アウスは 234 万 1,000 トンから 174 万 5,000 トンへ
減少し、またアモンは 569 万 5,000 トンから 1,081 万トンへ倍増した。米の全体の生















                                                   
133 Ministry of Agriculture, Handbook of Agricultural Statistics, 4.03 Average Yield of Rice 
1971-1972 to 2005-2006（http://www.moa.gov.bd/ 2014 年 4 月 25 日 閲覧）． 
134 Ministry of Agriculture, Handbook of Agricultural Statistics, 1.03 Production of Rice from 
1971-1972 to 2005-2006（http://www.moa.gov.bd/ 2014 年 4 月 25 日 閲覧）．食糧穀物自給に関
しては天野 [2003]、41 頁を参照。ここでの食糧穀物とは米と小麦を指す。1999 年の米生産量は
2,306 万 7,000 トン、小麦は 184 万トンで合計が 2,490 万 7,000 トンとなった。米と小麦の生産量
合計から飼料・種子用、ロス分を差し引いた消費生産量は 2,241 万 6,000 トンとなり、食物需要量
の 2,135 万 8,000 トンを上回った。しかし、都市部と農村部の貧困層と非貧困層の食糧消費状況は
非貧困層のほうが米の消費量が多いことから、十分な量の米を食べられてない人々が依然として存
在する可能性がある（天野 [2003]、41～42 頁）。 
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図３－６ 稲作生産量・肥料販売量・灌漑施設数推移（1971～2006 年） 
単位：稲作 万トン、灌漑 ヘクタール〈左〉、肥料 100 万トン〈右〉） 
 
（出所）図３－３、３－４、３－５と同じ。統計上の制約から肥料販売量は 1971～1979 年、灌漑施設数
に関しては 1971～1978 年、及び 2003～2006 年、稲作生産量に関しては 2003～2006 年のデータを欠
く。 


















                                                   









































































































































































図３－７ 稲作とジュートの生産量推移（1971～2011 年）   （単位：トン） 
 













年代、1980 年代から 1990 年代、そして 2000 年代の三つに区切って統計をまとめた




                                                   







[1992] によれば 5～6 人の平均的家族家計は平均で 2.5 エーカーを必要とする137。つ
まり 2.5 未満の土地所有農家の増加は農業だけでは生計が成り立たず、農業以外に収
入源が必要となることを意味する。非農業部門における就業動向をみる前に、まずは
独立前から 1983 年の土地所有構成を確認していこう。 




して、1977 年には 49.7％、そして 1983 年には 70.3％に増加している138。零細・小農
世帯の詳細をみると、小農（1.00～2.49 エーカー）の割合は 1960～1983 年にかけて
18.3～29.9％に増加したが、それを上回って零細農（0.1 エーカー未満）の割合は 1960
年の約 3 倍の 24.1％に増加した。他方で中農、大農世帯の割合に関しても、1977 年に




表３－１ 土地所有規模別世帯構成（1960～1983 年）               （単位：％） 
土地所有規模 1960 土地所有規模 1977 1983 
～0.49 13.0 0.05～0.49 5.4 24.1 
0.50～0.99 11.2 0.50～0.99 10.3 16.3 
1.00～2.49 27.3 
1.00～1.49 12.8 13.3 
1.50～2.49 21.2 16.6 
零細・小農合計 51.5 零細・小農合計 49.7 70.3 
2.50～4.99 26.3 2.50～4.99 29.2 18 
5.00～7.49 11.3 5.00～7.49 11.6 6.7 
   中農合計 37.6 中農合計 40.8 24.7 
7.50～       大農合計 10.6 7.50～             大農合計 9.4 5 
（出所）1960 年の数値は藤田 [1991]、216 頁、表 21 を抜粋、また 1977 年と 1988 年に関しては長田 





                                                   
137 長田 [1992]、107 頁。Ahmad [2005] によれば 1 世帯当たりの 2 エーカー以上の土地所有がな
いと農業以外の就労が必要としている（Ahmad [2005]，p.2）。 
138 1960 年の土地所有規模の単位は 1977 年と 1983 年のそれと若干異なる。 
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表３－２ 土地なし農家の割合（1960～1983 年）          （単位：％） 
 1960 1977 1983 
まったく土地を持たない農家 32.7 11.1 8.7 
宅地を持つがその他の土地を所有しない農家 ― 32.8 19.6 
宅地のほか 0.5 エーカー未満の土地を所有する農家 ― 15.3 28.2 
合計 32.7 59.2 56.5 
（出所）1960 年の数値は表３－１と同じ。1977 年と 1988 年は長田 [1992]、109 頁、表Ⅲ-13 を抜粋、
一部編集。 
 























                                                   
139 矢嶋 [2003]、97 頁。 
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表３－３ 土地所有規模別世帯構成（1983～1996 年）（単位：％） 
土地所有規模 1983 1996 
非農業世帯 27.3 33.8 
農業世帯 72.7（100.0） 66.2（100.0） 
0.05～0.49 17.5（24.1） 18.8（28.4） 
0.50～0.99 11.9（16.3） 13.6（20.7） 
1.00～1.49 9.6（13.3） 9.9（14.9） 
1.50～2.49 12.1（16.6） 10.5（15.9） 
零細・小農合計 51.1（70.3） 52.8（79.9） 
2.50～4.99 13.1（18.0） 8.9（13.4） 
5.00～7.49 4.9（6.7） 2.8（4.2） 
中農合計 18.0（24.7） 11.7（17.6） 
7.50～9.99 1.7（2.3） 0.8（1.3） 
10.00～14.9 1.3（1.8） 0.6（0.8） 
15.00～24.99 0.5（0.7） 0.2（0.3） 
25.00～ 0.1（0.2） 0.1（0.1） 
大農合計 3.6（5.0） 1.7（2.5） 
（出所）矢嶋 [2003]、97 頁、表Ⅲ-14 を抜粋、一部編集。（）内は農業世帯内の構成比。 
 








小農世帯は全世帯の大半を占め、さらに 2000 年（84.9％）から 2010 年（86.7％）に
かけて同世帯が占める割合は増加傾向にある。同期間における土地なし世帯に関して
は僅かな減少はみられるものの、土地なし世帯及び零細・小農を合わせた割合の推移
をみると 2000 年には 90.5％、2010 年には 91.3％となり、バングラデシュにおける土
地の零細化がどれほど深刻なものかがわかる（表３－４参照）。 
2010 年度家計収支調査の他に農村における世帯調査の資料としては、2008 年度農
業統計がある。同調査資料では 1983 年、1996 年、2008 年の各年の農村における農
業・土地なし世帯数が記録されている。表３－５に示されているように、2008 年度農
業統計によれば土地なし世帯数に増加傾向がみられる。1983 年に農村地域の土地なし
世帯は 119 万 8,000 世帯で、農村地域世帯数の 8.67％を構成した。その後土地なし世
89 
 
帯は 1996 年に 181 万 5,000 世帯（10.18％）、2008 年には 325 万 6,000 世帯（12.84％）
と増加していることがわかる140。 
 
   表３－４ 土地所有規模別農家構成（2000～2010 年）（単位：％）    
土地所有規模 2000 2005 2010 
土地なし 5.6 5.3 4.6 
0.01～0.49 60 55.2 60.5 
0.50～0.99 9.5 12.4 11.6 
1.00～2.49 15.4 17.6 14.6 
  零細・小農 84.9 85.2 86.7 
2.50～7.49         中農 8.1 8.7 7.6 
7.50～          大農 1.3 1.6 1.1 
      （出所）Bangladesh Bureau of Statistics [2010b], p.11 を参照に作成。 
 
表３－５ 農村部の土地なし世帯推移（1983～2008 年）    （単位：千、％） 
管区 
1983/4 年 1996 年 2008 年 
合計 土地なし世帯 割合 合計 土地なし世帯 割合 合計 土地なし世帯 割合 
Barisal 1,100 80 7 1,352 123 9 1,623 137 8 
Chittagong 2,686 130 5 3,174 236 7 4,307 475 11 
Dhaka 3,969 360 9 4,939 454 9 7,661 1,129 15 
Khulna 1,566 130 8 2,174 167 8 3,121 298 10 
Rajshahi 3,588 390 11 5,084 673 13 7,190 1,006 14 
Sylhet 909 108 12 1,106 161 15 1,453 211 15 
Bangladesh 13,818 1,198 9 17,828 1,815 10 25,355 3,256 13 







例えば須田 [2010] は 1989 年と 2006 年に二つの異なる村（H 村、P 村）で農村調査
を行っているが、二つの村では 1989～2006 年にかけて土地なし世帯が倍増し、1 エ
ーカー未満の土地所有世帯も増加が確認されており、逆に 2 エーカー以上の土地所有
                                                   
140 Bangladesh Bureau of Statistics [2010a], p.19. 向井 [2003] によれば 1983～1996 年にかけて
の土地所有分布の変化をみると、0.50～2.49 エーカー、及び 0.01～0.49 エーカーの土地所有者が増




表３－６に示されているように、1989 年に H 村の全世帯数のなかで最も割合が高
い土地所有規模はそれぞれ 0.01～0.50 エーカーで、全世帯のうちの 29.8％を占めてい
た。0.01～2.00 エーカーの土地所有世帯を零細・小農世帯とした場合、零細・小農世
帯は全体の 70.2％にのぼる。また同年の土地なし世帯は全体の 13.1％で、零細・小農
世帯と合計すると 83.3％に達する。次に、2006 年における H 村の土地所有規模をみ
ると、0.01～2.00 エーカーが最も世帯数を占める土地所有規模となっており、32.8％
に増加した。零細・小農土地所有世帯の割合は 63.9％と 1989 年と比較して減少がみ
られるが、土地なし層が占める割合が 1989年の13.1％から27.7％へと倍増している。
零細・土地なし世帯と合計すると全体の 91.6％が土地なしを含む 2 エーカー以下の土
地しか所有していないことがわかる。 
同様に、P 村における土地所有規模の変遷をみてみよう。1989 年の時点で世帯数の





帯を含む 2 エーカー以下の土地所有世帯は 94.8％になったことがわかる。このように、
土地の細分化は零細・小農土地所有世帯で急速に進んでおり、所有規模が小さい世帯
は時が経つに従い土地なし世帯へと容赦なく転化していっているのである。向井 








                                                   
141 須田 [2010]、10～12 頁。藤田 [2005] が調査を行った二つの村においても土地なし世帯数が全
世帯数の約半数を占め、土地を所有している場合でも零細土地所有が大半を占めることがわかって
いる（藤田 [2005]、137 頁）。 
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表３－６ 農地の所有構造と経営構造（1989～2006 年） （単位：エーカー、％） 
農地所有面積（エーカー） 
H 村 P 村 
























































































人口 542 703 689 973 
（注）（1）「人口」を除く各欄の上段は世帯数。下段の括弧内の数字は各村の総世帯数に占める割合
（％）を示す。（2）人口には、国内及び海外への出稼ぎ中で、普段村内に滞在していない人も含まれ
る。（3）1989 年の H 村には、農地の所有と経営は共同で行っているが、家計は別だという 4 世帯（世
帯主は兄弟同士）がある。したがって、同年の H 村の世帯数は、家計単位では 87 世帯となる。 







れをピークに緩やかに低下を始め、1980 年代は 2％台前半で推移し、1980 年代後半
からようやく 2％を下回った。現在のところ、人口成長率は 1％前半におさまっている
ものの、人口自体は増加し続けている。1971 年に人口は約 7,000 万人だったが、1980
年には約 8,000 万人、1990 年には約 1 億 700 万人、2000 年には約 1 億 3,200 万人、
2012 年には 1 億 5,500 万人と、人口は独立後急激に増加していった142。1 ㎢あたりの




                                                   















144。バングラデシュ独立後には 1972 年に東ベンガル国家土地収用・小作法第 4 次改
正、また 1984 年には土地改正法が制定される。1972 年の改正では、東パキスタン期
に 125 エーカーに引き上げられた土地所有制限が再び 33.3 エーカーに戻された。し
かしながら、その当時の耕地面積の 95％以上が既に法定限度内にあったため、また一
般形態である刈分け小作制度についてなんの影響力を持たなかっことから、土地制度






                                                   
143 牧田 [2003]、163 頁。 
144 長田 [1992]、106 頁。 
145 同上、及び加賀谷・浜口 [1977]、336 頁。 
146 同上、106 頁、及び矢嶋 [2003]、94～95 頁。現在の土地所有の特徴は矢嶋 [2003] によって以
下のようにまとめられている（矢嶋 [2003]、94～95 頁より引用）。「①20 エーカー以上の土地を所
有する地主とその家族は、新たな農地の取得が禁止される。所有農地が 20 エーカーに満たない地主




定小作料を、収穫のそれぞれ 3 分の 1 を地主と小作人が受け取り、残りの 3 分の 1 は農業投入材の
割合に応じて分配する。小作地の売却に際して既存の小作人に取得優先権がある。⑤刈分け小作、
完全使用権のある抵当、使用人、農業労働者以外の他人の耕作禁止。⑥農業賃金労働者の最低賃金




図３－８ 人口増加率と 1 ㎢当たりの人口数推移（1971～2013 年）  
（単位：左，人口密度＝人 右，人口増加率＝％） 
 
（出所）World Bank, Data, World Development Indicators（http://www.worldbank.org/ 2014 年


















                                                   









る。調査年の 1989 年と 2006 年を比較すると土地所有規模の零細化が進んでいるこ
と、それと同時に農業経営面積が土地なし・零細土地所有層で拡大しており、これら
の層が農業経営主体へと変化していきていることが確認できる（表３－８参照）。須田






1989 年の所有面積と経営面積の差と、2006 年のそれを H 村と P 村を事例にみてい
く。1989 年に H 村の 3.01～5.00 エーカーの土地所有層は 6 世帯存在した150。この層
が所有する農地面積の合計は24.7エーカーであった。その内の経営面積を確認すると、
18.0 エーカーとなっている。2006 年の調査と比較すると、まず同土地所有層の世帯数
は 4 世帯に減少し、農地所有面積の合計は 16 エーカーとなった。農地面積に占める経
営面積は 3.6 エーカーとなり、1989 年までには 4 分の 3 程度であったものがおよそ 5
分の 1 の規模にまで縮小してしまった。次に 2.01~3.00 エーカーの土地所有層だが、
1989 年には 6 世帯がこの層にあてはまった。農地面積の合計 14.2 エーカーに対し、
経営面積は 10.4 エーカーであった。2006 年においてもこの層は 6 世帯で、農地面積
の合計 15.8 エーカーに対して経営面積は 3.1 エーカーにまで減少した。続いて 1.01～
2.00 エーカーの土地所有層に移ると、17 世帯がこの層に相当した。合計の農地所有面
                                                   
148 Bangladesh Bureau of Statistics [2010b], p.51. 
149 須田 [2010]、13 頁より引用。 
150 当時の最大の農地所有面積は 5.01～7.50 エーカー層である。H 村の 2 世帯がこの層にあてはま
り、合計で 12 エーカーを所有していた。この層の所有面積中の経営面積は 8.7 エーカーであった。




積は 23.7 エーカーでその内の経営面積は 26.2 エーカーであった。1989 年当時、この
層は農地を借り入れ、農地所有面積以上の経営を行っていたことが推測される。しか
しながら、2006 年の調査では 20 世帯に増加し、農地所有面積の合計は 28.3 エーカー
となり、その内の経営面積は 18.1 エーカーにまで減少した。ここから 1989 年から
2006 年にかけて 1.01～2.00 エーカー層が所有農地を下層に貸し出す側へと変化した
ことがわかる。同様の傾向は 0.51～1.00 エーカーにも言える。しかしながら、それ以
下の層である 0.01～0.50 エーカー、0 エーカ （ー土地なし）層は異なった傾向をもつ。
まず他の層では見られないほど世帯数が増加し、0.01～0.50 エーカー層は 1989 年の
25 世帯から 39 世帯へとなり、また土地なし層は同時期に 11 世帯から 33 世帯へと増
した。次に農地所有面積の合計よりも経営面積が上回るのも特徴だ。1989 年における
0.01～0.50 エーカー層の合計農地所有面積と経営面積は 6.5 エーカーに対して 9.8 エ
ーカーであったが、2006 年では 8.9 エーカーに対して 19.0 エーカーと、その比率は
倍に達した。同じように土地なし所有層の経営面積は 1989年の 2.0エーカーから 2006
年には 8.2 エーカーに増加した。 
 同様に、P 村での農地所有面積と経営面積の推移をみていく。1989 年に最も多くの
農地を所有していたのは 10.01～エーカー層だ。一世帯がこの層にあたり、所有農地の
総面積は 13.3 エーカーでその内の経営面積は 8.2 エーカーであった。2006 の調査に
よれば世帯数に変化はなかったが所有農地面積は 12.0 エーカーとなり、経営面積はそ
の内の半分の 6.6 エーカーまで縮小した。次に、5.01～7.50 エーカーの農地を所有す
る層だが、1989 年には 3 世帯が存在し、18.7～11.3 エーカーの総農地所有面積に占め
る経営面積は 11.3 エーカーであった。2006 年になると同層の世帯は 1 世帯となり、
総農地所有面積が 7.2 エーカーの内経営面積の割合は 0.2 エーカーまで減少をみせた。
5.01～7.50 エーカー層以下の層、すなわち 3.01～5.00 エーカー層、2.01～3.00 エーカ
ー層、そして 1.01～2.00 エーカー層にも同様の傾向がみられる。しかしながら、0.51
～1.00 エーカー層では 1989～2006 年にかけて農地所有面積と経営面積の逆転が確認
できる。1989 年では同層には 19 世帯存在し、農地面積の合計は 13.3 エーカーだった
のに対して経営面積はそれを上回る 17.1 エーカーであった。2006 年になると 29 世帯
に増加し所有面積は 20.9 エーカーとなったが、それに対して経営面積は 16.9 エーカ
ーと所有面積を下回った。ここから 0.51～1.00 エーカー層が農地を貸し出す側に移行




積の増加は顕著で、1989 年には 31 世帯で 11.0 エーカーであったものが 2006 年には
95 世帯で 20.5 エーカーにまで増加した。 
H 村と P 村における農業の主体の推移に注目すると、H 村では 1989 年に主な農業
の担い手は 1.01～2.00 エーカー層で全体の 28.5％の農地を経営していた。次に規模が
大きいのは 3.01～5.00 エーカー層で 19.6％、0.51～1.00 エーカーの層が 18.3％と続
く。そのような農業経営主体は 2006 年では 0.01～0.50 エーカー層へと移行し、全体
の 29.2％を構成している。続いて 1.01～2.00 エーカー層が 27.9％、0.51～1.00 エー
カー層が 19.8％となっており、農業経営の担い手がますます下層へと移行しているこ
とが確認できる。他方、P 村では農業生産の中心であった 3.01～5.00 エーカーの層か
ら土地なし世帯へと移って行った。3.01～5.00 エーカー層は 1989 年に全階層内で最
大の 19％の農地経営を行っていた。次に 1.01～2.00 エーカーの 17.5％、2.01～3.00
エーカーの 17.1％が続いた。それが 2006 年には 0 エーカー土地なし層が最も規模の
大きい 22.5％を経営するようになり、次に 1.01～2.00 エーカーが 20.8％、0.51～1.00
エーカーが 18.5％と移行した。H 村と同様、農業の主体となる階層が土地所有面積の
小さい世帯へと移っていくのがわかる。その結果、H 村では全部で 33 世帯ある土地な
し世帯の 16 世帯が小作農家となり、H 村では 95 世帯のうち 68 世帯が小作農家とな







表３－７ 土地経営形態の変化（1977～2008 年）  （単位：左，万 右， ％） 
 1977 1983 1996 2008 
自作農家数 364.6 58.2% 623.9 62.5% 725 61.4% 1,873.5 65.2% 
小作農家数 261 41.7% 373 37.4% 454.8 38.5% 996.1 34.7% 




                                                   
151 須田 [2010]、14 頁。 
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表３－８ 農地の所有構造と経営構造（1989～2006 年）    （単位：エーカー、％） 
農地所有面積
（エーカー） 
H 村 P 村 
1989 年 2006 年 1989 年 2006 年 



























































































































































































                                                   
152 バングラデシュの 1 ㎢当たりの人口は 1,188 人で、世界では 8 番目に人口密度が高い。バング
ラデシュは世界でも有数の人口過密国であり、人口の 88％が存在する農村地域では人口圧力の高
まりが確認されている（World Bank, Population Density -people per sq. km of land area-




























                                                   
153 藤田 [1993]、216 頁、及び矢嶋 [2003]、94～95 頁。 
154 Alam [1983], pp.115-116、及び p.125。農地貸借としては刈分け小作（ボルガ）と定額金納小作
（ボンドク、もしくはポシャニ）がみられ、後者の場合は農地の利用権を数年間借り入れ、借り手
が生産費用を負担するが粗収入も全て借り手が得る。1983 年から 1996 年にかけて刈分け小作と定
額金納小作の全農地面積に占める割合はそれぞれ 74％から 62％、26％から 38％になっている。な
お、全農地面積に占める貸借農地面積は同期間に 17％から 22％に増加している（向井 [2003]、82
頁）。 
155 Makita [2005], pp.36-37、及び Vylder [1982], p.119。 
156 Ahmad [2003], pp.111-116、及び Alam [1983], p.147。零細土地所有者は洪水等自然災害に際し


















している。独立後間もない 1972 年の GDP に占める農業の割合は 60％であったが、
2010 年には僅か 20％にまで減少し、残りの 80％はサービス業（約 50％）、工業（約
30％）によって占められている。1974 年時点では農業の就業者比率は 70％台後半で
                                                   
157 Makita [2005], pp.36-37. 











ラデシュにおける緑の革命で重要な役割を担った HYV 稲 IR8 の開発以降の単収を上回る種子は未










あったが、2010 年には 50％を下回り、残りはサービス業（約 35％）と工業（約 28％）




えば Hossain et al. [2010] が 1988 年、1995 年に行った農村の収入源調査では、1988
～1995 年にかけて非農業部門における収入が増加していることがわかる。1988 年に






非農業部門への就業者増加は須田 [2010] や向井 [2003] の農村調査においても確
認できる傾向である。須田 [2010] の調査村 H 村では 1989 年から 2006 年にかけて
非農業者の割合が 63.2％から 74.8％に、農業就業者が 36.8％から 25.2％に減少し、P













                                                   
159 Hossain et al. [2000], pp.4630-4632。 
160 須田 [2010]、17～18 頁。 
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図３－９ 産業別 GDP 構成比の推移（1972～2010 年）      （単位：％） 
 
（出所）日本貿易振興機構・アジア経済研究所、アジア動向データベース
（http://www.ide.go.jp/Japanese/ 2014 年 5 月 20 日 閲覧）を参照に作成。 
 
図３－１０ 産業別就業者構成比の推移（1974～2010 年）     （単位：％） 
 
（出所）1974、1981 年は ILO, LABORSTA（http://www.ilo.org/global/lang--en/index.htm 2014 年 5
月 20 日 閲覧）、1985～2005 年は World Bank, World Development Indicators










図３－１１ 農村部・都市部人口推移（1971～2012 年） 
（単位：左，100 万人 右，％） 
 
（出所）World Bank, World Development Indicators （http://www.worldbank.org/ 2014 年 6 月 3 日 
閲覧）を参照に作成。 
 
表３－９ 就業者の主な職業（1989～2006 年）        （単位：人、％） 
主な職業 
H 村 P 村 
1989 年 2006 年 1989 年 2006 年 
農
業 
自営農業のみ 36(28.8) 41(16.9) 60(31.7) 51(16.3) 







自営農業＋日雇農業 7(5.6) 15(6.2) 53(28.0) 63(20.1) 
自雇農業労働のみ 2(1.6) 5(2.1) 2(1.1) 7(2.2) 
耕起サービス 0(0.0) 0(0.0) 0(0.0) 2(0.6) 










通勤 11(8.8) 9(3.7) 2(1.1) 3(1.0) 
出稼ぎ 7(5.6) 5(2.1) 3(1.6) 4(1.3) 
私企業・小工場・商
店・ＮＧＯ等での務め 
通勤 8(6.4) 31(12.8) 1(0.5) 8(2.6) 
出稼ぎ 4(3.2) 10(4.1） 9(4.8) 53(16.9) 
商売（自営） 19(15.2) 31(12.8) 22(11.6) 22(7.0) 
建設労働（大工、鉄筋工） 22(17.6) 22(9.1) 0(0.0) 1(0.3) 
リキシャ－引き 2(1.6) 3（1.2） 8(4.2) 25(8.0) 
海外出稼ぎ 2(1.6) 45(18.6) 1(0.5) 39(12.5) 
オート・リキシャ－など動力付き運輸業 0(0.0) 4(1.7) 0(0.0) 4(1.3) 
家事手伝い 0(0.0) 3(1.2) 0(0.0) 14(4.5) 
物乞い 0(0.0) 0(0.0) 4(2.1) 3(1.0) 
その他 4(3.2) 18(7.4) 17(9.0) 11(3.5) 
非農業小計 79(63.2） 181(74.8) 67(35.4) 187(59.7) 















































































































































































































































































バングラデシュの経済成長率は 2000 年代に入ってから 6％台を維持し、今後も同レ
ベルの成長が予想されている。バングラデシュは BRICs に続く新興経済国として世界
の注目を集め、ゴールドマン・サックス（Goldman Sachs）には NEXT11、またマッ
キンゼ （ーMcKinsey）には Fronteer5 と称され、有望な投資国の一つとして位置付け
られている161。 
バングラデシュの経済を支えるのは、GDP のおよそ 11％に相当する海外送金流入
と、全輸出の約 81％、GDP の約 19％を占める衣類製品輸出である162。特に国内経済
成長の機動力としては縫製産業の存在が非常に大きく、外貨のほとんどは衣類製品に






                                                   
161 Willson and Stupnytska [2007], p.2、及び Mowat and Gordon [2007], p.3。 
162 海外送金と衣類製品輸出額に関しては Bangladesh Bank, Balance of Payments [Annual data]
（http://www.bangladesh-bank.org/ 2014 年 12 月 6 日 閲覧）を参照。2013 年度の GDP
（1,298 億 5,660 万 5,445 ドル）は World Bank, Data, World Development Indicators
（http://www.worldbank.org/ 2014 年 12 月 6 日 閲覧）を参照。 





































General Agreement on Tariffs and Trade）は、1961 年には短期取極（STA : Short-




                                                   








 このようななか、1973 年に LTA を引き継ぐ形で MFA が締結され、輸入制限の対象
には化学繊維製品も加えられた。同取極は翌年発効し、度重なる更新を経て 2000 年代
まで継続する。MFA による輸入数量制限（数量割当）は、1995 年に制定された繊維
及び繊維製品に関する協定（ATC : Agreement on Textile and Clothing）によって漸
進的に自由化へ向かうこととなる。これは 1995 年に WTO が設立されたこと、またア
メリカ、ヨーロッパの国益を優先した明らかな貿易障壁への批判が高まりをみせてい
たことから、国内産業の保護ばかりに重点を置いた政策を取ることが困難となったた
めである。ATC によって 2005 年を目途に輸入数量制限は撤廃されることとなった167。
2005 年 1 月をもって輸入量制限が撤廃されると、まず中国とインドの繊維製品輸出が
急激な伸びをみせた。中国産製品の大量流入に対処するべく、アメリカとカナダは撤
廃から一年も経たない内にセーフガードを発動させ、同様に欧州連合（EU : European 
Union）も中国に自主規制を促し、緩やかな協定を結んだ。どちらも失効を 2008 年と
定め、MFA 撤廃後も実質的に輸入量制限を継続させたのであった168（表４－1 参照）。 
 
    表４－１ 繊維産業に関連する主な国際協定年表 
年 事項 
1961 STA の発効。 
1962 LTA の発効。 
1974 MFA の発効。 




    （出所）JETRO [2004]、1～3 頁、及び山形 [2013]、6～9 頁を参照に作成。 
 
                                                   
166 JETRO [2004]、1~2 頁、及びリボリ[2007]、186 頁。 
167 JETRO [2004]、2~3 頁、リボリ [2007]、186~188 頁、及び Nordås [2004], p.13。先進国諸国、
具体的にはアメリカ、カナダ、EU、ノルウェーは MFA から ATC 体制に移行し、10 年の間に計画
された四段階のステップを経て数量割当を廃止することとした（Nordås [2004], pp.13-15）。このよ
うに、繊維貿易は MFA という独自のルールではなく、GATT 規律下に置かれるよう、統合が図ら
れた（JETRO [2004]、2 頁）。 































                                                   
169 Harvey [2010], p.58. 
170 Gereffi [1999], p.49. 
171 Gereffi and Memedovic [2003], pp.11-14. 
























（NAFTA : the North American Free Trade Agreement）の制度的枠組みが後押し、
アメリカが衣類生産拠点を移動させた結果だといえる175。また 2000 年代以降は 2001
年に中国が WTO に加盟したこと、2005 年の繊維協定撤廃が影響し、西ヨーロッパ諸
国もアメリカも中国への生産拠点を移動させる、ないし中国以外のアジア諸国東南ア




った（Gereffi [2003], pp.15-16）。また香港、台湾、韓国のこの変化は CMT（Cutting, Making, 
Trimming）から OBM（Original Brand-Name Manufacturing）への移行と捉えられるものであ
る。アパレル産業の工程分類に関しては後述する。 
173 Pickles and Smith [2011], pp.171-172.  
174 Gereffi [1999], pp.65-66. 





























                                                   
176 Collines [2003], p41 より引用。（）内は筆者挿入。 
177 Ibid., pp.40-41. 





























衣類製品に対して一般特恵関税（GSP : Generalized System of Preference）の待遇を
与えなかったが、ヨーロッパ諸国は 1971 年より欧州共同体一般特恵関税（EC-GSP : 
European Community - Generalized System of Preference）を適用、2002 年より後
                                                   
180 Burns et al. [2011], p.398. 
181 山形 [2013], 5~7 頁。これらの国々は、同時に高付加価値繊維製品の生産へと移行していった。 
182 Khan [2009], pp.46-47. 
183 Ibid., p.47 を参照。Mostafa and Klepper [2011] によれば、1984 年までにデシュ社創業当時











2002 年にヨーロッパ市場に輸出されたニット製品と布帛製品の割合は 42：58 であっ




















ていることがわかる。2013 年度の海外送金流入額は同年 GDP の約 11％、輸出額の約
半分に相当する額となっており、バングラデシュ経済の特徴としてあげられる。他方、
衣類製品はバングラデシュの輸出品のなかで最も外貨を稼ぎ、GDP の約 19％に相当
                                                   
184 Rahman [2011], pp.18-22. 












1983 年の全輸出に占める衣類製品の割合は約 3.89％にすぎなかった。1988 年に衣
類製品は初めてバングラデシュの主要輸出品であったジュートの輸出量を抜き、以降
バングラデシュの代表的な輸出製品となる190。1990 年代から急速な成長を遂げ、2000













                                                   
186 海外送金と衣類製品輸出額に関しては Bangladesh Bank, Balance of Payments [Annual data]
（http://www.bb.org.bd/ 2014 年 12 月 6 日 閲覧）を参照。2013 年度の GDP は（1,298 億 5,660
万 5,445 ドル）は World Bank, World Development Indicators（http://www.worldbank.org/ 2014
年 12 月 6 日 閲覧）を参照。 
187 Bangladesh Bank [2013a], p.89、及び p.91。 
188 産業別 GDP は Ibid., p.11 を参照、労働者の分布は Bangladesh Bureau of Statistics, Labor 
Force Survey 2010（http://www.bbs.gov.bd/Home.aspx 2014 年 12 月 6 日 閲覧）より算出。
労働者に関する情報は 2010 年の調査に基づく。   
189 一次産業は農業、二次産業は工業、三次産業はサービス業と分類されている。 









図４－１ 全輸出量に占める衣類製品輸出量の割合推移（1983～2013 年）     
（単位：左，10 億ドル 右，％） 
 
（出所）BGMEA, Trade Information（http://www.bgmea.com.bd/ 2014 年 10 月 2 日 閲覧）、及び 
World Bank, World Development Indicators（http://www.worldbank.org/ 2014 年 10 月 2 日 閲 
覧）を参照に作成。 
 
バングラデシュ縫製品製造輸出業者協会（BGMEA : Bangladesh Garment 
Manufacturers and Exporters Association）によれば、1980 年当初のバングラデシュ
における縫製工場数はわずか 30 工場であった。その後急速に成長し、2013 年までに
4,536 の工場が稼働、400 万の雇用者を抱えるまでに拡大した192（図４－2 参照）。バ




輸出加工区（EPZ : Economic Processing Zones）が縫製産業のパフォーマンスに貢献
する部分も大きい。外資の誘致を目的とし、主に衣類関連製品を生産している EPZ で
は 38 万 9,017 人の雇用を抱えている195（図４－３参照）。 
                                                   
192 BGMEA, Factory Growth in BD、及び Number of Employee（http://www.bgmea.com.bd/ 
2014 年 10 月 2 日 閲覧）． 
193 産業人口は Bangladesh Bureau of Statistics, key findings, Labor Force Survey 2010 
Bangladesh Bureau of Statistics, Labor Force Survey 2010（http://www.bbs.gov.bd/Home.aspx 
2014 年 12 月 6 日 閲覧）． 
194 Islam [2013], p.31. 





















































































































































図４－３ EPZ における労働者数と輸出額の推移（1983～2013 年） 
（単位：左，100 万ドル 右，人） 
 
（出所）BEPZA, Year Wise Export、及び Year Wise Employment 
（http://epzbangladesh.org.bd/pages 2014 年 12 月 6 日 閲覧）を参照に作成。2002、2010、2012、 
2013 年は各年 EPZ 労働者数より算出。 
 












































































































































































































































































































表４－２に示されているように、WTO の 2013 年度衣類製品輸ランクをみると、バ













                                                   
196 Haider [2007], p.17、USAID [2007], p.20、及び Rahman [2011], p.12。 
197 布帛製品の主な例としては、シャツ、T シャツ、ズボン、ニット製品の主な例としては、靴下、
ストッキング、T シャツ、セーター、その他の簡易な製品があげられる（Haider [2007], p.7）。 









200 McKinsey [2011], pp.9-10. 
117 
 




















































































































































































































   表４－２ 衣類製品輸出上位 10 カ国（2013 年）（単位：100 万ドル、％） 
順位 国名 輸出額 割合 
1 中国 177,434.9 38.6% 
2 イタリア 23,735.4 5.2% 
3 バングラデシュ 23,501.0 5.1% 
4 香港 21,937.2 4.8% 
5 ドイツ 18,409.0 4.0% 
6 ベトナム 17,230.1 3.7% 
7 インド 16,842.8 3.7% 
8 トルコ 15,407.9 3.3% 
9 スペイン 11,543.3 2.5% 
10 フランス 11,045.8 2.4% 
世界合計 460,268.2 100.0% 





































































































and Trimming）、組み立てと資材手配及び調達の工程を含む場合は OEM（Original 
Equipment Manufacturing）、製品デザインや資材手配及び組み立てを含む場合は
ODM（Original Design Manufacturing）、ブランディングからの全工程を受け持つ場



















 アパレル産業の CMT 工程を中心として、バングラデシュの縫製産業は無数の多国
籍企業に衣類製品の供給を行っている。買い付け先としてバングラデシュに関わる多
                                                   
201 Fernandez-Stark et al. [2011], pp.11-13. バイヤーには小売業者やブランドマーケター、ブラン
ド製造業者、貿易会社等が含まれる。このようなバイヤーが先進国の最終消費者と途上国の生産拠
点とを配慮に入れながらグローバルなアパレルサプライチェーンを構成するのである（Fukunishi 
et al. [2013], p.23）。 
202 Ibid., p.23. 
203 Fernandez-Stark et al. [2011], p.33. 
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204 Accord, home（http://www.bangladeshaccord.org/ 2014 年 12 月 6 日 閲覧）Accord はバン
グラデシュ縫製工場設備の安全性確保と縫製工のための健全な労働環境を整えるため、多国籍企業
と国際的に活動する労働組合の間に結ばれた協定書である。Accord は 2013 年 4 月 24 日のラナ・
プラザ倒壊によって縫製工場労働者 1,000 人以上の死者を出した大惨事への対応として、2013 年
5 月 13 日にその形式が整えられた。バングラデシュ労働組合側にはグローバル企業に対抗する形
で組織されるインダストリオール・グローバル・ユニオン（IndustriALL Global Union）、ユニ・
グローバル・ユニオン（UNI Global Union）が協力し、さらにクリーン・クロス・キャンペーン
（Clean Cloth Campaign）等の国際 NGO が多国籍企業との間に立ち会い、協定締結が進められ
た。2014 年 12 月現在 190 を超える協定署名がなされている。この数字をもとに、バングラデシ
ュで買い付けを行う多国籍企業のおおまかな数字とする。なお、現在 Accord のリストに入る工場
数は 1,600 数に達する。 
205 Market Watch, H&M, Zara sign Bangladesh safety deal, raising pressure on Gap, Wal-
Mart, May 13th, 2013 （http://www.marketwatch.com/ 2014 年 1 月 19 日 閲覧）． 
206 日本を代表するアパレル製造小売業、ユニクロは 2008 年にバングラデシュにおける衣類製品
生産を目的として合弁会社を設立し、生産活動に乗り出した（FAST RETAILING, 合弁会社設立





図４－７ H&M 地域・国別取引工場数（2014 年） 
 
（出所）H&M, Supplier List（http://www.hm.com/jp/ 2014 年 12 月 8 日 閲覧）を参照に作成。取
引工場数には受注した工場の下請け工場も含まれる（2014 年 4 月時点）。地域は世界銀行による区分
（World Bank, Country and Reading Group〈http://www.worldbank.org/ 2014 年 12 月 8 日 閲
覧）を参照、一部編集。 
 
図４－８ Inditex 地域・国別取引工場数（2013 年） 
 











































































































































































































図４－９ GAP Inc. 地域・国別サプライヤー数（2013 年） 
 
（出所）GAP Inc., Factory ratings comparison by geographic region






（BEPZA : Bangladesh Economic Process Zone Authority）を設立し、1983 年には
バングラデシュ初のチッタゴン EPZ を開設した。1989 年には投資庁（BOI : Board 
of Investment）を設置し、直接投資（FDI : Foreign Direct Investment）の受け入れ
体制の強化を開始する。翌年 1990 年には市場開放政策が実施され外資融資のための
規制緩和が実施された。積極的開放政策の導入により、1980 年代よりも 1990 年代、
そして 2000 年代と時が進むにつれて FDI の流入額は堅調に伸びていった207。 
1972 年に 9 万ドルであった FDI 流入額は、1996 年には 2 億 3,161 万ドル、2008
年には 10 億 8,600 万ドルまで上昇した208。主な投資分野は時期によって異なり、1996
～2000 年の間では石油・ガス（18％）、繊維・衣類（19％）、金融（2％）が上位を占
めていたが、2001～2005 年の間においては通信（21％）、石油・ガス（18％）、繊維・
                                                   
207 Rahman [2012], p. 6、及び Nasrin et al. [2010], p.5。  
208 Rahman [2012], p.1. 






























































































FDI の流入は現在に至るまで上昇傾向にあるが、EPZ 内と EPZ 外で比較した場合
FDI が EPZ 外に集中していることがわかる。しかしながら、EPZ 外の縫製産業全体
に占める海外資本の割合は極めて低い。2003～2011 年の間、縫製産業への投資計画と


















                                                   
209 Ibid., pp.10-11. 
210 UNCTAD [2012], p.4. 
211 Fair Wear Foundation [2006] p.13、Gonzales [2002], p.28、Haider [2007], p.7、及び Mottaleb 
[2011], p.70。 
212 Rahman [2011], p.14. バングラデシュによる外資の直接投資は EPZ において集中的にみられ
る。 






























                                                   
214 Ibid., p.31、及び Mottalbe and Sonobe [2011], p.77。 
215 USAID [2007], pp.32-33. 
216 Mottaleb and Sonobe [2011], p.84. 
217 H&M, Our supply Chain、及び Choose and reward responsible partners-our Conscious  














ヤーへの注文に 6～8 日、注文が行われ原材料の調達に 37～44 日、工場での生産過
程に 20～25 日、最終目的地までの輸送に 25～30 日が必要となる。早い場合でもお







って構成されている221。第 11 部は HS コード 2 桁の分類でみると、第 50～63 類の 14
種類に分けられ、それぞれ衣類製品の項目を成している。輸入におけるこれら 14 種類
中で最も高い割合となっているのが第 52 類の「綿及び綿織物」で、第 11 部のおよそ
67％を占めている。第 52 類が突出する形で、その後に第 55 類「人造繊維の短繊維及
びその織物」（10％）、第 60 類「メリヤス編物及びクロセ編物」（8％）、第 54 類「人造
繊維の長繊維並びに人造繊維の織物及びストリップその他これに類する人造繊維製品」
（6％）等が続き、これら 3 類の合計は第 11 部の約 24％に相当する。つまり、衣類製
                                                   
218 Hasan and Alim [2010], p.62. 
219 Ibid., pp.64-69. 
220 Ibid., p.92. 
221 以下では Bangladesh Bank [2013b]、及び Bangladesh Bank [2013c] の貿易統計を用いて分
析を行った。HS コードの部、類、項の対訳は財務省、輸出統計品目表（2014 年版）
（http://www.mof.go.jp/ 2014 年 10 月 2 日 閲覧）を参照。 
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品の原材料となるこれらの品目（第 52、54、55、60 類）が第 11 部の 91％を構成し
ていることになり、総輸入に占める衣類製品の原材料比率は非常に高いといえる。第
52 類の主な輸入先をみると、1 位の中国、2 位のインドが突出して全体に占める割合
が高く、両国で第 52 類の約 55％を占めている（表４－３参照）。 
 
表４－３  第 52 類の主な輸入先（2012 年）   （単位：千ドル、％） 
順位 国名 輸入額 割合 
1 中国 1,409,580 29.77% 
2 インド 1,260,139 26.61% 
3 香港 152,405 3.22% 
4 オーストラリア 74,870 1.58% 
5 韓国 28,263 0.60% 
6 インドネシア 27,457 0.58% 
7 ブラジル 23,116 0.49% 
8 エジプト 17,848 0.38% 
9 ヨルダン 13,876 0.29% 
10 チャド 11,731 0.25% 
合計 4,735,119 100.00% 
（出所）Bangladesh Bank [2013b] を参照に筆者作成。 
 




該当する。第 16 部の第 84 類を、HS コード 4 桁を用いてさらに詳しくみると、第 84
類は 84.01～84.84 項に細分化される。84.01～84.84 項のなかで 84.44～84.52 項まで
が衣類製品に関連する機器類の品目にあたり、それらわずか 9 項目が第 84 類全体の
26％、第 16 部（第 84～85 類を含む）全体の 17％を構成する222。第 84 類の 84.01～
                                                   
222 84.44～84.52 項の内訳は、84.44 項「人造繊維用の紡糸機、延伸機、テクスチャード加工機及び
切断機」、84.45 項「紡績準備機械並びに精紡機、合糸機、ねん糸機その他の紡織用繊維の糸の製造
機械並びにかせ機、糸巻機（よこ糸巻機を含む。）及び第 84.46 項又は第 84.47 項の機械に使用する
紡織用繊維の糸を準備する機械」、84.46 項「織機」、84.47 項「編機、ステッチボンディングマシン、
タフティング用機械及びジンプヤーン、チュール、レース、ししゆう布、トリミング、組ひも又は









部の衣類製品関連の機械類は全輸入の約 2％を占めることになり、これを第 11 部の
22％と合わせると、衣類製品の原材料及び関連機械類の全輸入に占める割合は約 24％
となり、全体のおよそ 4 分の 1 となる。 
輸入とは異なり、輸出の第 11 部をみると第 61 類「衣類及び衣類附属品（メリヤス
編み又はクロセ編みのものに限る）」と第 62 類「衣類及び衣類附属品（メリヤス編み
又はクロセ編みのものを除く）が突出しており、第 11 部全体の 90％を占める。これ
は全輸出額の 81％に相当する。この第 61 類と第 62 類が所謂衣類製品が振り分けられ
るカテゴリーにあたり、つまり輸出のほとんどは衣類製品によって支えられていると
いうことができる。 
第 61 類の主な輸出先をみると、1 位がドイツ（20％）、2 位がアメリカ（11％）、3
位イギリス（11％）となっており、この 3 カ国が他を圧倒して高い割合を占めている

















り用、巻戻し用、折畳み用、切断用又はピンキング用の機械」、84.52 項「ミシン（第 84.40 項の製
本ミシンを除く。）、ミシン針並びにミシン用に特に設計した家具、台及びカバー」となっている。 
223 フランス（8％）、スペイン（6％）、イタリア（5％）、カナダ（5％）、オランダ（3％）、デンマー






表４－４ 第 61 類及び第 62 類の主な輸出先（2012 年） （単位：千タカ、％） 
61 類 62 類 
順位 国名 輸出額 全体に占める割合 順位 国名 輸出額 全体に占める割合 
1 ドイツ 1,848,934 20.31% 1 アメリカ 2,417,322 34.70% 
2 アメリカ 1,070,145 11.76% 2 ドイツ 1,036,108 14.87% 
3 イギリス 1,067,674 11.73% 3 イギリス 727,986 10.45% 
4 フランス 751,279 8.25% 4 フランス 377,510 5.42% 
5 スペイン 579,729 6.37% 5 カナダ 332,904 4.78% 
6 イタリア 471,755 5.18% 6 スペイン 292,151 4.19% 
7 カナダ 455,556 5.01% 7 イタリア 223,017 3.20% 
8 オランダ 283,175 3.11% 8 トルコ 168,272 2.42% 
9 デンマーク 275,719 3.03% 9 オランダ 156,986 2.25% 
10 ベルギー 263,333 2.89% 10 ベルギー 129,753 1.86% 
11 オーストラリア 253,370 2.78% 11 デンマーク 109,453 1.57% 
12 スェーデン 218,309 2.40% 12 オーストラリア 106,244 1.53% 
13 ポーランド 198,122 2.18% 13 ポーランド 104,844 1.51% 
14 日本 174,772 1.92% 14 スウェーデン 99,465 1.43% 
15 トルコ 133,121 1.46% 15 日本 94,630 1.36% 
16 アイルランド 106,630 1.17% 16 アイルランド 57,751 0.83% 
17 ブラジル 96,068 1.06% 17 香港 50,311 0.72% 
18 ロシア 76,814 0.84% 18 アラブ首長国連邦 46,369 0.67% 
19 スイス 72,281 0.79% 19 中国 42,604 0.61% 
20 UAE 71,798 0.79% 20 インド 42,447 0.61% 
61 類総額 9,101,869 100.00% 62 類総額 6,965,818 100.00% 
























ングラデシュでは未だに手紡績が一般的である。手紡績は衣類の国内需要の 4 分の 3











う 228。バングラデシュニット製造輸出協会（BKMEA : Bangladesh Knitwear 








                                                   
226 Habib [2009], p.7. 1 ドル＝79.1 タカ（Ministry of Finance [2012], p. xv）より算出。 
227 Ibid., p.7. Khan [2009] によれば、2006 年におけるニット製品の原材料の国内供給率は 85～
90％、布帛製品に関しては 25％ に留まっており、これらの数字からニット製品の原材料調達率と
布帛製品のそれに大きな開きがあることがわかる（Khan [2009], p.52）。また、Mottalbe and Sonobe 
[2011] は、このようにニット製品の原料供給のための後方連関が整っていることが、アパレル製品
輸出の内、ニット製品の割合が高い所以である、としている（Mottalbe and Sonobe [2011], pp.70-
71）。 
228 USAID [2007], p.20. 
























                                                   










プとなり、ニット部門の拡大を実現したのである（Khan [2009], p.51-52、及び Haider [2007], p.12）。
ニット製品の特性上、例えば靴下や下着類等には紡織と縫製作業がほぼ同じに作業工程のなかに組
み込まれており、二つの分野が組み合わさった施設が用いられる（Fukunishi et al. [2013], pp.24-
25）。 
234 Hider [2007], p.12. 





2011 年 1 月には原産地規則の更なる緩和が行われた。これにより、バングラデシュ
は繊維生産国からの生地を用いた衣類製品にも関税免除が認められるようになる236。
2011 年 9 月には貿易の活発化を目指し、バングラデシュとインド間で関税撤廃に関す
る二国間協定が結ばれている237。Haider [2007] が、「2004 年 6 月時点の価格では、

















                                                   
236 山形 [2013], 4 頁。原産地規則の緩和に関して、バングラデシュでは布帛製品の繊維産業とニッ
ト製品産業は輸入原料との競合を懸念し、布帛縫製産業との対立が生じた（Rahman [2011], p.22）。 
237 McKinsey [2011], p.9. 
238 Haider [2007], p.15 より引用。原出所はバングラデシュの新聞、The New Nation（英字版）。


































                                                   
240 JETRO [2004], 18 頁より引用。 
241 Yunus and Yamagata [2012], p.16. Saxena and Salze-Lozac’h [2010] は、中国の縫製工の生産
性は 70％程であるが、バングラデシュはおよそ約 38～40％にしかならないとし、その技術水準の
低さを述べている。ここで言われている生産性とは、一定の時間内で縫製工が仕上げられる製品の
数によって算出されている（Saxena and Salze-Lozac’h [2010], p.31）。 
242 Luebker [2014]. 
243 McKinsey [2011], pp.6-7. 
244 Ibid. アパレル産業の盛んな東南アジア諸国と比較した場合、インドネシアは 2,450 工場、ベト
ナムは 2,000 工場、カンボジアは 200 工場であるのに対して、バングラデシュは 5,000 工場を国内
に有している（McKinsey [2011], p.7）。 
133 
 
1985 年当時、バングラデシュ縫製産業の最低賃金は月額 627 タカであった。1994 年
になると 930 タカ（約 12 ドル）に上げられ、2006 年には新たに 1662.5 タカ（約 21
ドル）に改正された。近年では 2010 年に最低賃金が 3,000 タカ（約 38 ドル）に設定
された245。このように、バングラデシュ縫製産業の最低賃金は上昇傾向にあるものの、
未だに競争力があるレベルにある。 
   
表４－５ 衣類製品輸出国の月額最低賃金比較（2014 年）（単位：ドル） 
順位 国 最低賃金 順位 国 最低賃金 
1 スリランカ 66 13 グァテマラ 260 
2 バングラデシュ 68 14 中国 156－266 
3 パキスタン 85－95 15 ペルー 268 
4 カンボジア 100 16 フィリピン 152－273 
5 ベトナム 90－128 17 マレーシア 244－275 
6 インド 70－131 18 モロッコ 303 
7 メキシコ 127－172 19 ホンジュラス 339－396 
8 エジプト 172 20 トルコ 494 
9 チュニジア 158－１８３ 21 パナマ 424－514 
10 エルサルバドル 203 22 台湾 636 
11 インドネシア 74－219 23 香港 805 
12 タイ 237 24 韓国 1,032 













                                                   
245 山形 [2013], 8～9 頁。1 ドル＝79.1 タカ（Ministry of Finance [2012], p. xv）より算出。 
246 BGMEA, About BGMEA（http://www.bgmea.com.bd/ 2013 年 9 月 6 日 閲覧）を参照。 






























資に踏み出すのも、現在のところ EPZ のみとなっており、期待は薄い。 
                                                   
248 Rahaman [2011], p.13、及び SOMO & CCC [2013], p.15。バングラデシュ縫製産業において
はバイヤーが支配的な立場にあるという（Rahaman [2011], p.13）。但し、長期契約で労働基準の
























                                                   
249 2013 年 4 月 24 日、ダッカ近郊の縫製工場を含む 8 階建の複合施設、ラナ・プラザが倒壊した。
死者は 1,000 人を超え、バングラデシュの衣類製品産業史上最悪の事故となった（BBC, Bangladesh 
Factory collapse toll passes 1,000, May 10th , 2013〈http://www.bbc.co.uk/news/world-asia-
22476774 2013 年 11 月 21 日 閲覧〉）。バングラデシュでは 2006～2009 年の間に少なく見積も
っても 213 工場で火災が発生し、414 名の縫製工が死亡している。2009 年以降も、四つの縫製工場
における事故で、少なくとも 165 名が命を落とした。2012 年 11 月 24 日にはタズレーン社の工場
から出火し、少なくとも 112 名が亡くなった。以降、翌年 1 月 28 日までに 28 件の工場火災が確認
されている（SOMO & CCC [2013], p.5 及び p.39）。Accord は 2013 年 4 月 24 日のラナ・プラザ倒




ローバル・ユニオン（IndustriALL Global Union）、ユニ・グローバル・ユニオン（UNI Global Union）
が協力し、さらにクリーン・クロス・キャンペーン（Clean Cloth Campaign）等の国際 NGO が多
国籍企業との間に立ち会い、協定締結が進められた。2014 年 12 月現在 190 を超える協定署名がな
































































                                                   
































                                                   
251 同上書、360～361 頁より引用。 
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